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はじめに

　 本報告書 は、平成17～18年 度の科学研究費補助金 （基盤研 究 （C））による研究成果を

と りま とめた もの で あ る。

　 明治、昭和の市町村大合併に続 く今次の市町村合併推進政策は、地方教育行政の在 り方

についての見直 しを迫 るものであるが、 とりわけ小規模市町村 への影響 は大きい。確かに

全国には、他の市町村 の追随を許 さない特色ある教育政策 ・事業を展 開す る小規模 自治体

はあるが、一般的には、財 政力や政策企画立案機能 に乏 しい存在 として捉 えられている。

少子化 ・高齢化が進 み、他方で地方交付税交付金の削減が始まっている現在 、市町村合併

な しには将来が危ぶ まれ る市町村 は少 なくない。また、学校教育において も学校統合 をは

じめ、大きな改善 ・改革 が必要 となっている。

　 このよ うな中、市町村 合併 が学校教育に どの よ うな影響 を与えるか を実証的に検証す

ることは、政策評価が求 め られ る今 日においては重要 な課題で ある。 さらに、市町村合併

は、従来の各市町村 が行 ってきた事業 を再検討する絶好の機会で もある。

　本研究は、市町村 合併 に伴 う学校教育環境や条件整備の変化 を、その基盤 となる教育行

財政、学校教育の組 織 ・運営な どの再編状況 との関連で明 らかに し、市町村合併に伴 う教

育行政課題 についての基礎 資料 を得 ることを 目的 としている。

　具体的な研究作業 と しては、合併市町村の人 口や面積等の基礎デー タの分析、財政統計

デー タによる合併市 町村 の財政分析 を進 める一方で、合併に伴 う教育行政の変化状況等を

把握す るため、全 国の合併市町村教育委員会十数 ヵ所への訪 問聞き取 り調査及び合併市町

村教育委員会の半数 を対象 とする質問紙調査 を実施 した。 さらに訪 問聞 き取 り調査では、

教育委員会への調査 に合わせて、特色 ある教育活動や施設整備 を行 ってい る学校への訪問

聞き取 りも可能 な範囲 で行 った。 ご多忙にもかかわ らず、調査 にご協力いただいた教育委

員会ならび に学校の各位 に心 より感謝 申し上げる。

　質問紙調査データ についてはまだ分析 の余地 を残 している し、訪問調査報告に してもす

べての訪問地の知 見 を収載す るまでには至ってお らず、不十分な面はあるが、教育分野に

おいて市町村合併の実情 を明 らかに した類似の研 究がほとんどない中で、本報告書の持つ

意味はあるもの と考 えてい る。多少な りとも、今後 の教育政策等の検討 に資す るところが

あれば幸いである。

　なお、本報告書 の作成 に当た り、窪田祥子 さん、三宅美佳 さん他の手 を煩わ した。末筆

ながら、記 して感謝 申 し上 げる。

平成19年3月

研究代表者　　屋 敷 和 佳
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第 １章　合併市町村の人 口と面積

　 平成の大合併 に よ り市町村 の合併が急速に進 んだことによ り、教育行政面で も様々な問題が

発生 している。合併市町村 であっても、人 口や面積、合併市町村 を構成す る旧市町村 の人 口差

などによって生ず る問題 は多様であることが予想 され るため、市町村 の合併 による様 々な問題

を検討 には、市町村 の合併 の特徴 を把握する ことが必要である。そ こで本章では、平成の大合

併の特徴を、市 町村 数、人 口、面積の面か ら整理 し、第 ２章以降で取 り上 げる市町村 の位置づ

けを明確 にす るこ とを 目的 としてい る。

１．平成の大合併 によ る市 町村数の変化

（１）合併に よる市町村数 の変化

　平成10年 度 か ら18年 度 までの市町村数 の変化 を図 １に示す。平成の大合併が始 まる前では

3232市 町村存在 してい たが18年 度では1804市 町村 にな り、半数近 く （55.8％）に減少 してい

図１　市町村数の変化　 ※市町村数は各年度末の値

表１　合併に関わる年度別市町村数

※編入２回：８市町村、編入３回３市町村、新設・編入：10市町村 したがって実際の合併後の市町村数は557市 町村
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る。特に平成16年 度、17年 度 に合併が急速に進み、この ２年間に1311市 町村 減少 している。

　市町村別 にみ る と、村 は568村 か ら195村 にな り1/3に 減少 してい る。町 は1994町 か ら827

町 に減少 してい る。

　次に、合併 した市町村 につ いての市町村数 の変化 を表 １に示す。

　合併 した市町村 は全体で1993市 町村で あ り、全市町村3232の うち61％ の市町村が合併 して

いる。合併後は557市 町村 （27.9％）に減少 してい る。また、合併の形態別 にみ ると、新設合

併が1543市 町村、編入合 併が450市 町村 であ り、合併後 は、それぞれ443市 町村 、138市 町村

に減少 してい る。

　合併後 も村で あるものは ５村 と少 なく、編入合併 においては町村 はほ とん どが市 に編入 され

ている。

（２）地方別 、都道府県別 にみ た市町村数 の変化 と合併 の進展

　地方別にみた市町村数 の変化 を図 ２、図 ３に示す。図 ２の縦軸は市町村数 で あ り、図 ３の縦

軸 は平成10年 度 を100と した場合 の各年度 の比率で ある。市町村数の減少幅 が大きい地方は、

中部、中国、九州 である。比率でみ ると、北海 道 と関東以外 の地方 では40％ 以上の減少 となっ

てお り合併が進 んでい ることがわか る。特 に、四国 と中国では50％ 以上減少 してい る。

　次 に、都道府県、地方別の平成10年 度 と平成17年 度の市町村数及び合併 市町村数 を表 ２に

示す。これ らの数値 を用いて、市町村別残存率 （平成17年 の市町村 数／平成10年 の市町村数）

図２　地方別にみた市町村数の変化

※市町村数は各年度末の値

図３　 地方別にみた市町村数の変化

　　　（平成10年 を100と した場合の比率）
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及び合併率 （合併市町村数／平成10年 の市町村数）を求 めた。

　 図 ３で示 した よ うに中国、四国では合併が進 んでい るが、特 に残存 率が低 い都道府県は、島

根 県 （35.6％）、岡山県 （37.2％）、広島県 （26.7％）、山 口県 （39.3％）、香川県 （39.5％）、愛

媛 県 （28.6％）で あ り、これ らの都道府県は40％ 以下に市町村数が減少 してい る。他の地方で

は、秋 田県 （36.2％）、新潟県 （31.3％）、長崎県 （29.1％）、大分県 （31.0％）でも40％ 以下

に市町村が減少 してい る。

　残存率の低い都道府 県では合併率 も高 くなっているが、あまり 残存率の低 くない都道府県で

表 ２　都道府県・地方別にみた市町村数の変化と合併に関わる市町村の割合

＊1残存率：H17市町村数／H10市 町村数

＊2合併率：合併市町村数／H10市 町村数
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も合併率 の高い都道府 県がみ られ る。茨城県 （77.6％）、富山県 （74.3％）、石川県 （78.0％）、

福井県 （80.0％）、山梨県 （78.1％）、岐阜 県 （75.8％）、三重県 （81.2％）、兵庫県 （75.8％）、

鳥取県 （76.9％）、徳島県 （72.0％）、佐賀県 （73.5％）では70％ 以上の市 町村 が合併 してい る。

　 一方 、合併が進 んでいない都道府 県 も多 く、特に人 口の多い都 市が所 在す る埼玉県 （77.2

％）、千葉県 （70.0％）、東京都 （97.5％）、神奈川県 （94.6％）、愛知県 （72.7％）、大阪府 （97.7

％）、奈 良県 （83.0％）、福 岡県 （71.1％）では、残存率が70％ 以上 である。他の残存率が70

％以上 の都道府県は、北海道 （84.9％）、山形県 （79.5％）、宮崎 県 （70.5％）、沖縄県 （77.4

％）であ る。また、合併率が低 い のは、北海道 （25.0％）、山形県 （27.3％）、東京都 （5.0％）、

神奈川 県 （8.1％）、大 阪府 （4.5％）、奈 良県 （25.3％）で ある。

（３）合併市町村 を構成す る市町村 の数

　 １つの合併市町村 を構成す る市 町村数 の分布 を表 ３に示す。

　 全体では、４市町村以下が80％ 弱を占め、少数 の市町村に よる合併 が大半であ るが、５市町

村 以上 も20％ 強であ り、少数 であ るが10市 町村を超 える市町村 による大規模 な合併 もみ られ

る。新設合併 と編入合併 には大 きな違い はないが、編入合併では２ 市 町村 が41％ 、３市町村が

28％ であ り、新設合併 よりやや少 ない市町村で合併が行われ ている。

表３　１合併市町村を構成する市町村数分布
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２．合併市町村の人口

（１）合併市町村 の合併前後の人 口

　合併 した市町村 の合併前後 の人 口分布 を合併形態別 に表 ４、図 ４、図 ５に示す。また分布の

構成比を図 ６、図 ７に示 す。なお 、人 口、面積 の分析 において対象 としてい る市町村は平成18

年3月31日 までに合併 した市町村 である。

　全体でみ る と合併前 の市町村 の人 口は、１千人～ ５千人、５千人 ～ １万人、１万人～ ２万人

に集 中し、 １万人以下が50％ を超 え、 ２万人以下を含 めると80％ を占めてお り、小規模市町

村 が非常に多数で あることが わか る。合併後 では １万人以下の市町村 は約 ５％であり大きく減

少 してお り、 １万人か ら20万 人 までの範囲に多 くの市町村が分布 している。特に市町村数が

増えた区分 は、 ５万人 ～10万 人 （83→133） 、10万 人～20万 人 （43→73） である。

　合併形態別 にみる と、編入合併 は存続市町村 と廃止市町村 の人 口の差が大き く、廃止市町村

では ２万人以下が90％ 近 くを占めて いるのに対 し、存続市町村 では ５万人 か ら50万 人 に85％

の市町村 が分布 してい る。

表４　合併市町村の合併前後の人口分布

図４　合併前の人口分布 図 ５　合併後の人口分布
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（２）合併 した市町村 を構成す

る旧市町村 の人 口に関す る

特徴

１つ の合併市町村 を構成 す

る旧市町村 の人 口構成 の特徴

を捉 えるために、最大 人 口構

成比率 （旧市町村 の最 大市町

村人 口／新 市町村人 口） と第

２位／最大人 口比率（旧 市町

村 の第 ２位 の市町村 人 口／最

大市町村人 口） を算 出 した。

　最大人 口構成比率 の分布 を

図 ８に示す。新設合併 で は30

％か ら90％ まで幅 広 く分 布

し、旧市町村 の構成 が多様 で

あるのに対 し、編入合併 で は

存続市町村 の人 口の比率が大

き く、ほとん どが60％ 以上 で

あ り90％ 以上が45％ 程 度を 占

めている。第 ２位 ／最大人 口

比率 も同様 に、新設合併 では

幅広 く分布 しているのに対 し、

編入合 併では10％ 以下 が半数

以上 を占めてお り、存続市町

村 の規模が他の市町村 に比べ

非 常 に大 きい こ とがわ か る。

新設合併 にも第 ２位／最 大比

率が20％ 以下が20％ 近 くを占

めてお り、最大人 口の市町村

の人 口規模 が他 の市町村人 口

よりか な り大き くて も編入合

併 でな く新設合併 とす る場合

がかな り存在 してい る。

図６　合併前の人口分布 （構成比）

図７　合併後の人口分布 （構成比）

図８　旧市町村 ・最大人口構成比率の分布

図９　旧市町村 ・第２位／最大人口4比 率の分布
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図10　 旧市町村 ・最大人口構成比率 と第２位／最大人口比率の関係 （新設）

図11　 旧市町村 ・最大人口構成比率と第 ２位／最大人口比率の関係 （編入）
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３．合併による市町村域 の拡 大

　合併 した市町村の合併前後 の面積分布 を、合併形態別に表 ５、図12、 図13に 示す。また分

布 の構成 比 を図14、 図15に 示す。

　合併前 においては、新設合併 、編入合併共 に面積 の小 さい市町村が多 く、100km2以 下が65％ 、

200km2以 下が90％ を占めて いる。合併後では、面積 は幅広 く分布 し、200km2以 下が依然40％

近 く存在 してい る一方 、500km2以 上 も25％ 近 くあ り、面積 において も大規模化 してい ることが

わかる。新設合併 と編入合併 の比較 では 、人 口ほど分布 の差 はみ られ ないが編入合併の方が合

併後 の面積が大 きい市町村 が多 い。

表５　合併市町村の合併前後の面積分布

図12　 合併前の面積分布 図13　 合併後の面積分布

図14　 合併前の面積分布 （構成比） 図15　 合併後の面積分布 （構成比）
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４．合併市町村の人 口と面積の関係

　合併後の市町村の面積 と人 口の関係 について図16、 図17に 示す。

　新設合併 については、面積は幅広 く分布 しているが、人 口が大 きい市町村 は少な く10万 人

以下がほ とん どであ り20万 人 を超 える市町村 は非常に少ない。新設合併によって50万 人を超

える大都市 になったの は、 さいたま市、静岡市のみである。

　編入合併 については面積 、人 口とも広い範囲 に分布 してい る。編入合併では、大規模 な存続

市町村に周囲の小規模な市町村が

編入 され ることが多いため、合併

後の規模 が人 口、面積 とも大 き く

な る傾向があ るが、小規模 な市町

村 でも編入合併により合併 を実現

させている市町村がかな り存在す

ることがわか る。

（山 口勝 巳）

【参 考文献 】

1）市町村 自治研究 会編集 ：全国 市町 村

要 覧、第一 法規 、平成10年 度 版 ～平 成

17年 度 版

2）市町村 自治研 究会編集 ：平成 の市 町

村 合 併 早 わ か りＭ Ａ Ｐ 、 ぎ ょ うせ

い 、平成17年

3）総務省 ：合 併相談 コー ナー 、http:

//www.soumu.go.jp/gapei/

index.html

図16　 合併後の人口と面積の関係 （新設）

図17　 合併後の人口と面積の関係 （編入）
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第 ２章 平成の合併 と自治体教育財政の課題

は じめに

　本稿は平成の合併によって，自治体教育財政にいかなる変化が生 じ，今後の教育財政運営に

どのような視点が求め られるのかを若干の事例 を用いて考察するものである。１節では平成の

大合併の政策意図を整理 して財政的理由が合併根拠 となるまでの筋道 を確認す る。２節では合

併のパター ンを把握 した うえで，合併自治体に地域格差が生 じる構造的な要因を，編入合併 自

治体を例にとりあげて示す。３節では地方経費 としての教育費から合併 自治体に見 られる特徴

を整理 し，あわせて合併自治体の行政手法を とりあげる。４節では，３節において教育財政に

かかわるフローの側面 を考察 したのに対 して，ス トック的な側面もあることを指摘 し，平成の

合併を経た 自治体の行政運営にコス トの観点からアプローチすることにかかわる二面性を指

摘する。最後に，地方分権改革下の合併自治体に求め られる教育財政の課題を提示する。

１．合併促進の背景

　山崎 （2006）は，総務省の市町村合併担当者 としての経験か ら，平成の合併を４つの時期に

区分 している。第 １期 ：平成 ７年の合併特例法の延長か ら平成11年 の 「地方分権一括法」の

制定前まで （平成 ７年 ４月～平成11年 ７月），第 ２期 ：地方分権一括法の制定後から平成12

年の 「行政改革大綱」の制定前まで （平成11年 ８月～平成12年12月 ），第 ３期 ：行政改革

大綱制定後から旧法の経過措置期間の設定 と合併新法の制定前まで （平成13年 １月～平成16

年 ６月），第 ４期 ：平成18年 ３月の旧法の経過措置期間の終了まで （平成16年 ７月～平成

18年 ３月），である （山崎，2006，p.3） 。その上で，第 １期を 「市町村合併をどう進めてい

くのかを模索する時期」，第 ２期 を 「本格的な市町村合併推進が制度的に準備される時期」，

第 ３期を 「市町村合併推進運動が本格的に始動 した時期」，第 ４期を 「市町村合併の実行の時

期」と特徴づけている。 さらに，近代的地方 自治制度 と小学校の設置を目的としていた明治の

合併，そして，新憲法下の新 しい地方 自治制度の導入 と中学校の設置 を目的 としていた昭和の

合併 との違いとして，平成の合併の主な目的を次の４点にまとめている。つまり，①第 １次地

方分権改革に伴って 自己決定，自己責任 の理念 を現実のものとす るための基礎的自治体を形成

すること，②少子高齢化，人 口減少に対応 して生活圏域をともにする地域ができるだけ一つの

地域経営主体 となり，効率的な行政運営をできるようにす るため，③交通手段の変化やIT環 境

の整備により拡大 した 日常生活圏域に対応 し，その圏域の経営責任を担 うことができる行政主

体をつ くること，④国，地方を通 じた財政環境の悪化に対応 して行政改革を進め，効率化をめ

ざす こと，である。

　以上のとお り，いわゆる平成の大合併を促進 してきた要因のひとつは，地方 自治体の行政運

営上の効率性は人口に依存す るとの前提は，すでに多くの論者に共有されているといってもよ

い。以下において，本稿では，このことを各自治体の人 口 １人当た り歳出額に依拠 して確認 し

てお く。ここで，１人 当た り歳出額を用いるのは，ほかに行政の効率性を示す適 当な指標が存

在せず，サー ビスの供給を行政が自ら直接実施するか民間委託等を活用 して間接的に提供す る
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かの違いは ともかく， とりもなおさず行政の活動は予算額 とその執行の結果 としての決算額で

みる しかない とい う理由による。なお，現時点で利用で きる最新の決算統計データは平成17

年度のものであるので，本稿での考察は平成17年 度現在の状況を前提 としている。

　表 １は，団体規模別の １団体 ・人 口１人当た り決算額の状況を平成17年 度の決算額べース

でまとめたものである。１団体あた りの歳出額では人 口 １万人未満の小規模 な町村が最も小 さ

いが，人 口１人当た り歳出額でみた場合，人 口 １万人未満の町村の歳出額が極端に大きくなっ

てい ることがわかる。つま り効率が悪い状態になってい ることが予想 され る。中核市までは都

市規模が大きくなるにつれて １人 当た り歳出額が減少す るので，ごく簡単にいえば人 口規模は

大きいほど効率性が高まることがわかる。 しか し，中核市以上になると，独 自に実施 しなけれ

ばな らない行政サー ビスが増えて くるため逆にコス トが嵩むようにな り，人 口一人 当た り歳出

額は，中核市か ら大都 市にかけて再度上昇 してい くが，それでも人 口 １万人未満の町村よりは

るかに小さい。

表１　 団体規模別 １団体 ・人口１人当たり決算額の状況 （平成17年 度決算）

出 典 ：総 務 省 『平 成19年 版 地 方 財 政 白 書 』 「第25表 」 （HTML版 ） よ り

(http：//www.soumu.go.jp/menu_05/hakusyo/chihou/19data/19czb1-7.htm1＃1)

　 ところで，このよ うな都市的形態の自治体には固有な財政需要があることは，かねてから指

摘 されてきた問題である1。地方交付税制度においても 「種地による態容補正」がおこなわれて

一定配慮 されていることからもわかる。これは地方交付税額を算定する際の普通態容補正の う

ちの 「行政の質及び量の差」 （地方交付税法第13条 第4項 第3号 ロ）による補正として規定

されているもので，具体的には 「市町村の都市的形態の程度に応ずる差」 「農業行政の差」 「林

野行政等の差」 「市町村の遠隔地の程度に応ず る差」に応 じて各 自治体を区分 し，それぞれ必

要な補正がなされている。 この うち 「市町村の都市的形態の程度に応ずる差」は次のよ うな前

提にたつ。すなわち， 「中核都市においては，そこで勤務するためにそれ以外の市町村からの

大量の昼間人 口の流入 があるので，これに伴い し尿，下水処理施設等の整備がよりいっそ う必

1た と えば
， 山本 （1989, pp.60－83） な ど参 照。
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要 となる」 （自治省財政局編，1996，p.258） 。

　今次の市町村合併 は，都市が周辺町村をまきこみなが ら，いわば従来は異質な財政負担要因

をもっていたはずの 自治体が一つの自治体 となって行政効率を上げることを 目的の一つに し

ていることに問題の複雑 さがあるといわねばならない。

　このよ うな特異な本来な らば上記のように自治体間の質の差をの りこえて一つの自治体 （＝

多 くの場合，市） となるケースが見られた。 これを自治体内でどのよ うに調整 してい くかが課

題である。

図 １　町村 自治体の住民 １人当たり歳出額と人口 （平成17年 度決算）［出典 ：地方財務協会 『平成17年

度市町村別決算状況調』より作成］

そこで，再度 自治体の住民 １人当た り歳出額 と人口との関係を確認 しておく。

図 １の散布図は，各町村 自治体の住民 １人当た り歳出額 （平成17年 度決算額べース）と，人

口 （平成18年3月31日 現在の住民基本台帳登載人口）との関係 を示 したものである。町村 自

治体 レベルの場合，行政権能が中核市や大都市 と異なるため，人口が増えるにつれて一人当た

り歳出額も小 さくなる傾向にあるこ とがわかる。

　次に，都市自治体 （平成17年 度時点の政令指定都市を除く。）について同様の散布図を描

いたものが図 ２である。人 口10万 人前後までは人 口規模が大きくなると住民 １人当た り歳出

額が減少す るような傾 向も見受けられ るものの，それ以降は人口規模が増えても一人当た り歳

出額は減少せず，む しろ前述の とお り増加 してい く傾向にある。
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図 ２　都市自治体の住民 １人当たり歳出額 と人口 （平成17年 度決算。なおこの年度での政令指定都市

を除き東京23区 を含む。）［出典 ：図 １に同じ。］

２．市町村合併の様相

　次に平成の合併状況をみておきたい。図 ３は，平成11年 度か ら平成20年 度までの合併件数

を年次別 ・都道府県別にあ らわ したものである。なお，図 ３での都道府県の並び順は次の表 ２

に基づいたもので，グラフの左から，平成11～20年 度間の市町村数の減少率が多い順になっ

図 ３　都道府県別年次別市町村合併件数
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ている。広島，長崎，新潟，山口，香川などは比較的早い時期か ら合併を実現させてお り，最

終的な市町村数の減少率も大きいことがわかる。逆に埼玉，沖縄，東京では合併がかなり早い

時期に行われた ものの市町村数の減少率はさほど多 くなかった。なお，北海道は，平成17年

度 に多数 の合併が行われたために合併件数そのものは多い ものの市町村数の減少にはあま り

貢献 していない。

表2　 都道府県別市町村数の減少率 （平成11年 度～20年 度間）

次に各年度における合併件数を合併の方式別 に新設合併 と編入合併に分 け，その分布 を示 した

ものが表3で ある。周知の ように，新設合併は関係市町村の法人格がすべていったん消滅 し，

新たに一つ の自治体 としての法人格を発生させ るもので，条例等もすべて新 しく制定されるこ

とになる。編入合併の場合は，編入 される自治体の側だけでその法人格や条例が消滅すること

にな り，議会の議員 も定数増等 の特例 を適用す るのでなければ，編入 される側の自治体議会の

議員は失職す る。

表3　合 併の方式別 ・年度別合併件数 （平成18年 度まで）

　表3か らは，平成16年 以降に編入合併の件数が急増 した （平成15年 度→16年 度間でおよ

そ10倍 ，16年 度→17年 度間でお よそ2倍 ）ことがわかる。現在の中核市の多 くはこの時期に

市町村合併 を経験 してお り，ほとん どが編入合併であった。改めて指摘す るまで もないことで
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はあるが，こうした編入合併の場合は中核的な都市がその周辺地域 を合併 してい くわけである

か ら，次の表4に 示 したように，過疎地域に指定されていた旧自治体を編入 していくケースが

増えるのが特徴的である。なお，過疎地域 自立促進 特別措置法では，過疎地域が合併 した場合

でも激変緩和措置 として合併 自治体内の旧過疎地域にたいす る特別措置を継 続す ることにな

っている （33条2項 ）。こうして一つの自治体でありながら，都市型地域 と過疎地域の両方を

抱える とい う複雑な行政空間を擁す ることになる自治体 にはこれまでにない行政手法が求め

られる。

表4　 過疎地域 （過疎地域自立促進特別措置法33条2項 適用）を含む中核市 ・政令市 （平成19年

3月31日 現在） ［出典： 総務省 自治行政局過疎対策室ウェブサイ トの資料より作成。

　　　 http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/2001/kaso/h14kasoichiran.htm］

3． 合併 自治体の教育費と教育行政手法

　合併を した 自治体では旧自治体間での行政運営手法の違い，あるいは行政サー ビス水準 との

差異をいかに調整 してい くか といった，内部管理的な事務処理上の課題 と対住民への政策課題

の両方を抱えることになる （全国都道府県教育長協議会，2005） 。内部管理的には，旧自治体

が所管 していた学校への学校配 当予算の算定単価の差や財務会計手続 きの違 いな どが考えら

れ る。編入合併の場合は内部管理的な事項は新市の中心となった自治体にすべてあわせ るから

問題にはならないとして も，行政サー ビス水準の地域差は悩ま しい問題である。たとえば，住

民サー ビスの差 としては旧自治体の住民1人 当た り教育費支出の差な どが考え られる。

　 こうした自治体では，平成16年4月 の合併新法で制度化 された地域自治組織 （地域自治区，

合併特例区）を活用 して， 自治体 としての一体感が醸成 されるまでの経過措置的な手法が使わ
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れる。た とえば，平成17年1月1日 に13の 町村を編入合併 した上越市では旧町村住民の行政

参加ルー トを保障す るために，地域 自治区を設定してお り，かつその 自治区ごとにおかれる地

域協議会の委員を公募 ・公選するとい うしくみを全国に先駆けて導入 した。法制上は首長の付

属機関にす ぎないが，委員選びの手続き的にみても合併によって議会が消滅 し新市議会の議員

定数は合併前より急減 したことを補 うような，ミニ議会的な住民の意思決定の場が設けられた

ことで，注 目を集めている （福島，2006） 。

　 では次に行政サービス水準の差 はどうなるのかを，平成16年11月 に5町 を編入合併 した鹿

児島市の例で考えてみたい。なお，編入合併をした多くの地方都市 自治体が合併特例区や地域

自治区を設けるのに対 して，鹿児島市ではそ うした地域 自治組織を設 けていない。

　表5は ，鹿児島市に編入 された旧自治体および旧 ・鹿児島市の平成15年 度決算にもとづく

目的別歳出の構成比 と，編入合併後の新 ・鹿児島市における目的別歳出の構成比 とを示 したも

のである。

表5　 鹿児島市における合併前後の目的別歳出構成比の変化　［出典 ：総務省 ウェブサイ トの 「決算

カー ド」より作成］

　合併により議会費や，自治体行政職員の人件費が大半を占める総務費において支出抑制効果

が大きいことは一般によく言われるところであり，現にこの鹿児島市の例でも平成16，17年

度 と，歳出総額に占める議会費 と総務費の比率は下がっている。 ところで，教育費 も同様に比

率を下げている。なお，残念なが ら， 『市町村別決算状況調』のような総務省が公開 している

自治体財政関連の統計データでは，各町村 レベルの目的別歳出額が公表 されていない。そのた

めここでは，各 自治体の 「決算カー ド」か ら得 られ るデータを用いてい るが，基本的に計数そ
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のものは同 じである。ただ し，決算カー ドでは目的別歳出の内訳が示 されていないため 「教育

費」を 「小学校費」， 「中学校費」等に区分 して見ることができない。 よって，この数値には

社会教育費，保健体育費を含んでいる。

　 さて表5に よれば，編入 される直前平成15年 度の旧松元町 と旧喜入町の歳出総額に占める

教育費の比率は，それぞれ19.4％ ，15.4％ と，旧鹿児島市の10.3％ と比べてかな り高くなって

いた。これ を確認するために，住民1人 当た り金額で同 じ年度の歳出額 を比べてみたものが次

の表6で ある。

表6　 鹿児島市における合併前後の住民1人 当たり歳出額 （各年度末住民基本台帳人 口べース，単

位 ：円）［出典 ：表5に 同 じ。］

　旧松元町は住民1人 当た り歳出額において，この編入合併 の関係 自治体の中で総務費 と教育

費が突出 して高かった ことがわかる。合併後の平成17年 度には合併前の平成15年 度の旧鹿児

島市の水準にまで下がってきている。合併の中心となった鹿児島市に注 目す ると，平成16年

度決算では合併前の平成15年 度決算に比べて住民1人 当た り教育費支出は微増 したが，前述

のように平成17年 度決算では平成15年 度決算の水準を下回る程度に戻っている。旧桜島町は

表4に よれば過疎地域に指定 された区域 となっていて，旧桜島町の住民1人 当た り目的別歳出

額の うち，労働費 と農林水産業費で極 めて高い水準にあ り，教育費も比較的高いとい う構造に

なっている。

4． 合併 自治体の有形 固定資産の形成 と教育財産

　一般的に，合併後の 自治体で財政規模が膨 らんでしま うような場合，合併特例債 を活用 した

教育関係施設の建設な どが歳出を膨 らませる要因になることが知 られている （阪 口，2006） 。

合併特例債 は，起債充 当率が95％ であるか ら一般財源は5％ の持ち出 しですむ。さらに特例債
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の元利償還金の最大70％ を普通交付税額算定の際の基準財政需要額に算入 され るため，合併を

決断す る際の主なインセンティブとなった。 これ とは別 に，前述 したような過疎地域の指定を

受けれ ば，過疎債 を発行 して当該地域の公共施設の整備事業をす ることもできる。過疎債 も同

様に元利償還金の70％ を基準財政需要額に算入 できるが，事業額に対す る起債充当率は原則

100％ であって合併特例債 よ りも条件はよい。 さらに過疎地域の国庫補助事業の補助率はかさ

上げがなされ る。た とえば公立小中学校の統合に伴 う校舎 ・屋 内体育館の新増設の補助率は，

通常な らば1／2で あるところを過疎地域の場合は5.5／10に なる。

　 このよ うに合併に乗 じての教育施設のほか さまざまな普通建設事業を展開す ることについ

ては種々問題が指摘 され るところであるが2，今後は，これ らを どのように活用 してい くかが最

大の課題 となる。地方 自治体， とりわけ都道府県 レベルではかねてから自治体のバランスシー

ト作成を模索 してきてお り，相応の蓄積 もできているが，「行政改革推進法」3は第62条 第2項

で 「政府は，地方公共 団体に対 し，前項各号の施策の推進 を要請す るとともに，企業会計の慣

行を参考 とした貸借対照表その他の財務書類 の整備に関 し必要な情報の提供，助言その他の協

力を行 うもの とす る。」と規定 され，また，経済財政諮問会議のいわゆる「骨太の方針2006」4に

おいては，　 「資産 ・債務の管理 に必要な公会計制度の整備」 と題 して， 「資産 ・債務の管理

に関 し、政府 においてこれまでに整備 されてきた財務書類の一層の活用 を図るとともに，国，

地方，独立行政法人等の財務情報の整備を一体的に推進する。」 とされた。 これを受けて総務

省が策定 したのが 「地方行革新指針」5であった。これによれば，「各地方公共団体においては，

『新地方公会計制度研究会報告書』が示すよ うに，原則 として国の作成基準に準拠 し，発生主

義の活用及び複式簿記 の考え方の導入を図 り，貸借対照表，行政コス ト計算書，資金収支計算

書，純資産変動計算書 の4表 の整備 を標準形 とし，地方公共団体単体及び関連団体等も含む連

結べー スで， 『地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル』又は 『地方公共団体財務書類

作成にかかる総務省方式改訂モデル』を活用 して、公会計の整備の推進 に取 り組む こと」 とな

っている。 ここにい う総務省方式のもとになった自治省 のモデルが示されたのが平成12年 で

図4　 教育財産の概念図

2　たとえば川瀬 （2004）など
。

3　「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」 （平成18年6月2日 法律

第47号 ）。
4　「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」 （平成18年7月7日 ）

5　「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」 （平成18年8月31日 ）
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あ り，それ以前のもの も含 めてこれまでには相当数の地方 自治体がバ ランスシー トを作成して

きてお り，近年ではこれをウェブサイ トで公表するのが一般化 してきている。

　 こうした自治体のバランスシー トやその付属資料等からは様 々な情報が読み取れるが，本稿

にかかわっては，自治体の固定資産額をみることで，行政が どのような分野で資本形成を行っ

てきたかに注 目する。 これは，自治体によってはかなりの割合 を主 として学校の校舎等の教育

財産6に投入 してきたところがあることを確認することになる。図4の うちの公共用財産から教

育委員会に管理 を引き継がれるものが学校の校舎である。公用財産，公共用財産 としてまず取

得 され るものであるか ら教育財産 といってもそれを取得す ることは 自治体 の首長 の権限であ

って，管理運営のみ教育委員会が行 うが，教育委員会が教育財産 としての使用廃止 を決定 した

あ とはまた首長 に引き継がれ ることになる。

　 た とえば，以下の表7は ，上越市のウェブサイ トで公表されているバ ランスシー トから，同

市の合併前 と合併後の市民1人 当た り行政 目的別有形固定資産の額 を示 したものである。すで

に紹介 したように，上越市の編入合併は平成17年1月 であった。表7よ り，平成16年 度から

17年 度にかけて住民1人 当た りの有形固定資産総額が997,156円 か ら1,471,303円 へ と約1.5

倍 に急増 したことがわかる。教育の場合もそれ とほぼ同 じで約1.5倍 であ り，衛生費や農林水

産業費によって形成された資産の増加が大きい。 こうした資産は，耐用年数 に即 して減価償却

され るので，通常は減少 していく。た とえば総務省方式による教育費に係 る有形固定資産の耐

用年数は50年 とされている。 ところで上越市の場合， 「教育費」は18年 度に資産価値が上が

っている。校舎改築な どを行ったことが原因であろうと思われる。

　 なお，いずれにして も，上越市の場合でいえば平成18年 度の市民1人 当た り有形固定資産

総額1,451,250の およそ27％ が教育 目的の資産であって，これは土木費のおよそ35％ に次い

で2番 目に大きい。合併自治体には，かかる資産をどのように活用す るのかが問われていると

いえよ う。

表7　 上越市の各年度末における行政 目的別有形固定資産 （市民1人 当たり　 単位 ：円）［出典 ：上

越市のバランスシー トを同市のウェブサイ ト上からダウンロー ドして作成］

6　学校その他の教育機関の用に供する財産のこと。なお， 「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律」第23条 第2号 ，第24条 弟3号 ，第28条 。
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おわ りに

　本稿では，合併 自治体の教育財政にかかわる問題 を，おもに教育費歳出額の変化 と，資産の

形成 という2つ の側面，すなわちフロー とス トックの観点か ら検討 してきた。合併 自治体の場

合 は，教育費支出 とい うフローの側面での地域的アンバ ランスが問題視 され ることが多いが，

新 自治体はそれぞれの自治体が形成 してきた教育資産7を引き継いでいるのであって，これをど

のように活用するか とい う今後の課題 を抱えてもいることを無視できない。

　なお，教育委員会が管理する校舎等の教育財産の管理をめぐっては，合併の有無とはかかわ

らず，知事部局の意向から全 く独立的な事項ではあ りえない。滋賀県の豊郷小学校校舎改築問

題 はその典型的な例であった8。この事件を，行政活動の結果 をあらわす地方経費の二面性 とい

う観点か ら，つま り地方 自治体の財政支出が地域共同需要を満た して住民生活を支 えるもので

ある一方で，一部の利益集団の営利の対象 とな り住民の分断をもた らした り地域共同需要を解

体 した りす る場合があるとして，豊郷小学校改築問題を地方経費のネガティブな側面が機能 し

た例 としてあげる論者 もいる。只友 （2006）は次のように指摘する。 「町当局が補修ではな く

公共事業の事業量が大きい建 て替 え方式を選択 したことを 「教育施設 とい う地域共同需要を充

足する必須の施設 の維持管理 に関わ り，営利的視点からの判断が行われた」結果，地域の世論

は分裂 し，地域共同性 は解体 を余儀な くされた」 （只友，2006，p.89） 。平成の合併が地方分

権改革の趣旨を実現す るためのものであったことを考えれば，二元代表制にもとづく 自治体首

長の政策判断 と議会の役割 に加えて，住 民の意思をどのように調整 させ るかが，当該 自治体の

行政運営において今後ますます重要度 を増 してい くであろう （駒林，2004） 。自治体行政の総

合性のもとに教育委員会が教育財産をいかに有効に管理 ・活用 してい くかは，自治体行政の効

率性を高めるためにも今後検討 されるべき事項であろうと思われる。

（本多正人）
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第3章 　市町村合併に伴う教育行政の変化と課題に関する質問紙調査

1． 調査の概要

（1）調査 の設計 と実施

　平成11年 （1999）4月1日 以降、平成18年 （2006）4月1日 までに市町村合併 をした557

市町村 （合併 を複数回行った場合 も1と 計上 した場合の市町村数） の半数279市 町村 を無

作為 に抽出 し、その教育委員会に対 して実施 した。

（2） 調査 方法 と実施時期

　郵送 による質問紙調査であ り、平成19年 （2007）2月 に実施 した。

（3）調査項 目

　市町村合併 を行 った市町村教育委員会への訪問聞き取 り調査 （第4章 に調査結果等掲載）

や全 国都道 府県教 育長協議会 『教育委 員会 のための市町村 合併マニ ュアル　改訂版』

2005.8、 さらに市町村合併 に関す る研究会編 『市町村合併法定協議会運営マニュアル 「基

本編 」』、『同 「実務編」』 ともに2006.9等 を参考に しなが ら、市町村合併 によりもた らさ

れ る教育行政の変化を、学校教育を中心に幅広 く把握できるよ うに調査項 目を設定 した。

　調査項 目は次の通 りである。前半で は、選択肢あるいは数値記入 によ り市町村合併 に伴

う教 育委員会組織 ・体制の変化 を、後半では教育事業 ・活動 の変化 を中心 に主 として自由

記述方式によ り尋ねている。なお、巻末資料に調査依頼状、調査票、 自由記述回答 を掲載

している。

　 ・合併の期 日と合併後 （現在）の人 口

　 ・市町村合併の概要 （旧市町村の数、合併の方式、「地域審議会」等の設置）

　 ・教育委員会 （所在地、教育委員数等）

　 ・教育委員会事務局 （職員定数 、指導主事数 、今後の職員数の増減、分室等 の設置等）

　 ・旧市町村間にお ける教育行政の調整

　 ・合併後の教育活動の特色 と教育委員会予算

　 ・市町村合併に伴 う成果 と課題

（4）調査票の回収状況

　有効回収数は189件 （市町村）で、回収率は

67.7％ であった。回答 した教育委員会 の所在市

町村 の人 口は表1の 通 りで あ り、30万 人 を超 え

るカテ ゴリーの回答が高い傾 向にあるが、他は

第1章 で示す全国分布 とほぼ同 じであ る。

表1　 人口 規模 別回収状況　 n＝189
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2． 市町村合併の概要

（1）合併市町村 （旧市町村）数

　複数回野合併か否 かを問わず 、今 ある市町村が幾つ の市町村 と合併 したかについてみる

と、表1の 通 り、2市 町村 による合併 が74（39.2％ ）件 であ り最多である。次いで3市 町

村 の49（25.9％ ）で あ り、3市 町村 までで約3分 の2程 度 を占める。

　 しか し、中には10を 超 える市町村が合併 した例 も若干み られ、合併数のみな らず、合

併 関係市町村数が多い事例 がある点でも平成の合併 は大規模であった ことが表れてい る。

　　　　　　　　　　　　 表1　 合併関係市町村の数 （旧市町村の数）　　　　　　　　　 n＝189

（2）合併の方式

　回答市町村で は、新設合併が全体の7割 （70.9％）を占め、編入合併が3割 弱 （28.0％）、

新設及び編入双方 による合 併を行った市町村は2件 であった。なお、新設合併 を2回 行っ

た場 合は 「新設合併」 に、編入合併 を2回 行った場合 は 「編入合併」 に分類 している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図1合 併の方式　　　　　　　n＝189

□新設合併 ■編入合併□ 新設及び編入合併

（3） 「地域審議会」 等の設置

　合併によって 自治体 の規模が大 きくなって地域住 民の声 が行政 に反映 されな くなること

を避 ける とい う趣 旨か ら、合併特例法では首長の付属機 関 として合併関係市町村 ごとに「地

域審議会」を設 置す るこ とができる規定がある。地域審議会は、現在約半数の合併市町村

で設置 されてい る。なお 、 この数値には、同様 の機能 を持つ 「地域 自治区」を市町村合併

に際 して設 けた市町村 も含 めている。

　　　　　　　　　　　　　　　 図2「 地域審議会」等の設置状況　　　　n＝184

□現在設置■ 以前設置□ 設置せず
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３．教育委員会の配置 と構成

（１）所在地

　教育委員会の場所 は、首長部局 と同 じ旧市町村に所在す る （本庁方式）市町村の方が多

いが、教育委員会が別の旧市町村 （分庁方式） に置かれている市町村は ４割強 と少な くな

い。分庁方式を採用す る主 たる理 由には、行政機 関が一箇所 に集中す るのは旧市町村間の

バ ランス を失す るとい う考 え方、あるいは合併後職員が増 えたため本庁舎 に入 りきれない

とい う物理的な問題 がある。その他 は、首長部局 と同 じ旧市町村内にあるが、別の場所に

教育委員会が置かれている場合である。

図３　教育委員会所在地　　　　　　n=186

□本庁方式 ■分庁方式 □その他

（２）教育委員の出身 「旧市町村」

　教育委員の出身を旧市町村 （合併関係市町村） との関係 でみ ると、表 ２の通 りである。

表 ３は、この うち新設合併 の市町村に限定 して掲げたものであるが、新設合併の場合、特

定の市町村 に片寄ることな く、合併関係市町村か ら幅広 く教育委員が任命 されている傾 向

が明確 に表れている。

表 ２　教 育委員の出身地 （全 数）　 n＝187 表 ３　教育委員の出身地 （新設合併の場合）n=133

（３）教育長の合併前の旧市町村教育委員会における教育長経験の有無

　 旧市町村 における教育長経験 のある教育長は116名 （61.7％）、教育長経験 がない教育

長 は72名 （38.3％）であ り、旧 市町村 で経験のある教育長が多い。 （n=188）

（４）教育長の出身旧市町村

　 首長 と同 じ旧市町村 出身 は129名 （68.6％）、別 の旧市町村出身 は56 (29.8％)で ある。

新設合併 の場合は、75名 （56.4％） と55名 （41.4％）であ り、首長 とは別の旧市町村出

身者 を教育長に任命 し、旧市町村間のバ ランスを とる市町村が少 なくない ことを窺わせる。
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４．教育委 員会事務局

（１）教育委員会事務局定数の変化

　合併前 （旧市町村 にお ける合計）と合併後 の教育委員会事務局職員数の変化については、

増加 した市町村 が35.0％ であ り、若干名減少 した市町村 の35.6％ とほぼ同 じ割合 となって

い る。職員数 を減 らし、財 政の健全化 を図 ることが合併の 目標 の一つであるが、まだそこ

まで進んでいない市町村があることを示 してい る。

　人 口規模 別にみる と　(図表省略)、 人 口３万人以下のすべての市 町村が 「職員数増加」

と回答 してい る。そ して、人口規 模が大きくなるほ ど、職員定数 を大幅に削減する傾 向に

ある。人 口規模 が小 さい市町村 では、職員の削減計画が あま り進 んでいないが、その理由

として、合併 により市町村規模が大きくなったために事務量が増 え、逆に必要 な職員 を確

保 しなくて はならな くなった市町村の存在 も推察 され る。

図４　教育委員会職員定数の変化　　　　n=177

□増加　　　　　　　　■同数　　　　　　　 □若干の減少

□10名 程 度の減 少　　 ■20～30名 程度の減 少 □30名 以上の減少

（２）指導 主事数

　学校への指導の要 とな る指導主事の数は、図のよ うに、合併後増 えた市町村が多い。 ま

た、減った場合で もこれまで各 旧市町村に配置 され ていた指導主事が合併により余裕がで

きたとい う面が ある。 第 ４章の事例で も触れているよ うに、小規模市町村ではこれまで配

置できず にいたが合併 に よ り配置が可能になったケースは多い。

図５　 指導主事数の変化
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(３)　今後の職員数

　今後 の職員増減数 について記述 のあった市町村は、回答があった うちの４割にあた る約

70件 で ある。全体的 には不明や未定が多い。

　具体的 に減少数 をあげた市町村 は約40件 、数は不明であるが減少 とする市町村 が約20

件 （この うち半数は 、市町村全体の職員適正化計画等 によ り教育委員会も数 は不明である

が削減予定）、現状維持 が数件、逆に増加 の見込みが若干 ある。大幅 な職員削減 を計画 し

ているある市 （人 口5～10万 人）では、現在160名 の定員であるが、実員 は145名 。そ

の数 を4年 後には78名 まで半減 にす る予定であるとい う。

　職員の削減方法 に触れ た市町村では、教育事務所や分室等の廃止、幼稚園の統合 、指定

管理者制度 の導入、スクールバス運転手や給食職員退職後 の民間委託 などをあげている。

(４)　分室等 の設置

　 市町村合併 によ り広域化す ると、住民に とって行政窓 口が遠 くなる可能性がある。 この

ため、旧市町村 ごとに窓 口を設 けるな どして住民サー ビスの低下を回避す る工夫が様 々な

行政分野で取 られている。 学校教育の事務処理 について、教育委員会が所在 しない旧市町

村に分室等を設 けているか を尋ねたところ、教育委員会が所在 しない 旧市町村すべてに分

室等 を設 けている場合が4割 弱、一部の旧市町村 に設けてい る場合が5％ 、全 く設 けてい

ないが5割 台であった。

図６　旧市町村への分室等の設置状況　　　　n=180

□すべてに分室等を設置している

■一部の旧市町村に分室等を設置している

□分室等は全く設置していない

５． 旧市町村間の教育行政 の調整

（１）調整 の時期

合併協議会 において合併後の市町村 の姿が検討 され、新 しい建設計画 としてま とめ られ

るが、教育分野 についてはどの段階で調整 されたのかにつ いてみ ると、図 ７の通 りである。

図７　旧市 町村間の調 整の時期　　　 　　 n=186

□合併前に殆ど調整済み■ 合併前後に調整 □殆ど合併後に調整
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　6割 の市町村が合併前似殆 ど調整済み、4割 弱が合併前後で調整、合併後 に殆 ど調整 と

い う市町村 は僅かである。後述の 「合併の課題 」の記述 内容 にも、まだ完全 に調整が終わ

っていない ことや調整が難 しい といった意見が あがってお り、合併前 に十分詰め切れてい

ない市町村 があることが分かる。

（２）調整 にあたって労力 を要 した事項

　教育分野の調整におい て特に労力を要 した事項 としては、予算措置が最も多 く6割 の市

町村 があげてい る。 次いで、社会教育 （公民館事業 ・生涯学習関連事業）、スポーツ関連

事業 、学校給食、文化 関連事業の順である。いずれ も、各市町村 において、特色 を出 しや

す い事業 といえる。

　 これ に対 して、学校統合 をは じめ、学校教育関係の多 くの事項 の該 当率は低 い。そもそ

も市町村間で大 きな違 いがなかった、性急 に調整す ることには課題が残 るな どが理由 とし

て考 え られ る。

図８　調整にあたって特に労力を要した事項　　　　 n=189

□市町村数

６．合併後の教 育活動の特色 と教 育委員会予算

（１）教育構想や教育計画の策定

　合併後、 「教育構想 」や 「教育 計画」を策定 したかについては、策定済み と策定 中を合

わせて半数弱 となってい る。

図９ 「教 育構想」「教育計画」の策定・検討状況　　n=187

□策定済■ 策定中 □検討中 □未検討
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　人 口規模別に見る と、 「人 口3万 人以下」 と 「人 口3～5万 人」のカテゴリーで、4割

を超 える市町村 で 「策定済み」 としてお り、他 の人 口規模 カテ ゴリーよ りも割合が高い と

い う傾 向がある （図表省略）。 これまで、 この よ うな旧市町村 では、規模 が小 さく小回 り

がき くことか ら、あま り教育構想や教育計画 を策定 してこなかったが、一定規模になった

ために必要性が増 したのではないかと考 えられ る。

（２）合併後の学校統合 の検討 ・実施状況

　市町村合併 に伴 い経 費節約 が期待 されている教育領域の筆頭 ともいえる学校統合 につい

ては、「計画実施」 と 「計画 中」で ２割 を占める。 また、3割 を超える市町村で 「検討 中」

であ り、全国的には、合併が行われたことによってよ うや く検討の動きが出て きた と見る

ことができる。

図10　 合併後の学校統廃合 の検討・実施状況　　 n=189

□計画実施 ■計画中 □検討中 □特になし

（３）旧市町村 の実施 事業で新市町村全域に拡充 した事業

　各市町村 とも主な事業3点 以内の回答 を求 めた ところ、135市 町村 （回答率71.4％ ） の

回答があった。

　 内容 を細かく見れ ば290件 があがっているが、それ を大 きく分類すれ ば、①学校教育、

②地域教育、③生涯学習 、④教育行政 の４つの領域 に分け られ る。その うち半数 は①学校

教育に関する事業 である。幅広い内容 あがっているが、各種交流、特色 ある学校づ く り推

進、学校教育支援 のための人材派遣な どが、ま とまった数になってお り注 目され る。次い

で③生涯学習生涯 関係 の事業が多く、広がった地域 を融合する取 り組みがめだつ。④教育

行政関係 では通学補助 関係 が比較的多 く見 られ る。

表４　新市町村に拡充 した事業
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（４）合併 に際 して廃止 ・整理 した事業

　次 に、廃止 ・整理 した事業 としては、合 わせ て73市 町村 （38.6％）か ら104件 があが

っている。前述 の拡充 した事業 の約 ３分の １の件数である。

　 同様な分類 を行 うと、学校教育関係 が約半数 を占めるが、その うち児童生徒 の海外研修

及び国内交流事業が合 わせて20件 を超え、廃止 ・整理 した事業全体の4割 に達す る。特

に小規模市町村 で実施 されていたが、それ を拡大す るわけにはいかないことになる。国内

交流 も旧町村で異なる交流先を整理 した り、廃止 した りしている。

　地域教育関係では廃止 された事業は極 めて少 ない。

　生涯学習関係では、各種大会の整理統合 と補助金等 の整理や廃止がま とまってあがって

い る。教育行政関係 では、奨学金廃止が ７件最 も多い。 同 じ事業でも拡充す る市町村があ

る一方で、廃止する市町村 があることは興味深い。

表５　 合併に際 して廃止 ・整理 した事業

（５）合併後新たに実施す る教育事業

　合併後新たに実施す る事業や活動は、表 ４ にほぼ重なる内容 があがってい る。78市 町

村 （41.3％） からの114件 である。約 半数が学校教育関係 であり、次いで教育行政関係 が

多い。数 ヵ所の市町村か らあがっている事業は、小学校の英語教育 、小中一貫教育、特別

支援教育 の充実、情報ネ ッ トワー クの整備 、教育センター の設置、広域化 に伴 う地域融合

のための活動 を推進す る各種事業の展 開な どである。

表６　合併後新たに実施する教育事業
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（６）合併特例債 を活用 した事業

　合併特例債 を活用 について回答のあったのは、122市 町村 （64.6％）である。196件 の

活用 事業が あげ られている。活用の対象は、①小中学校施設 （校舎、体育館）、②給食セ

ンター、③幼稚 園 ・保育所 、④公民館 ・図書館 ・ホール等の生涯学習施設、⑤スポー ツ施

設 、⑥情報 関連 の機器やネ ットワー ク整備 、⑦その他 （文化財保護事業等）で ある。施設

関係では耐震補 強や新築 ・改築 ・増築な どがあ り、情報関連ではコンピュータ配備 とＬＡ

Ｎの整備が 中心 となっている。

　件数か らみれ ば、①小 中学校が6割 近 くを占め最 も多い。 しか も、改築 よりも耐震補強

や改修が相 当程度上回ってお り、既存施設 を整備 して有効活用す る方針であることが窺 え

る。次いで多いのは、④生涯学習施設 であ り、2割 近い数 となってい る。 さらに、②給食

セ ンターについては1割 が あげている。学校施設 もそ うであるが、給食センター も統合 し

て施 設整備 を行 う場合 が数件 ある。⑥情報関連、⑤スポー ツ施設は ともに1割 以 下である。

③幼稚園 ・保育所 については、その うち幼保 一元化のた めの施設整備が半数を超 えてい る。

（７）予算規模 の変化 と新 しい市町村 の予算の特色

　施設整備費 を除 く教育予算規模についての合併前後の比較では、5割弱の市町村 が縮小、

3割 弱が殆 ど同 じ、2割 強が拡大 となっている。縮小 の うち 「大幅に縮小」 とい うのは5.7

％である。合併後は、経費削減でたいていの場合縮小 ではないか と思われ るが、必ず しも

そ うなっていない。

図11　合併前後の教育予算規模 の変化　　　n＝176

□大幅に縮小 ■多少縮小 □殆ど同じ□多少拡大 ■大幅に拡大

　次 に、教育予算 の特色 についての記述は、57市 町村 （30.2％）の回答 に とどまる。全

体に縮小傾 向に あ り、特色がない、出せ ない と見 られているのではないかと推察 され る。

内容 の件数 も61と 少 ない。予算の特色に関す る記述の概要は次の通 りである。

　①予算全般 について は、「合併直後は一時的予算が膨 らむが （旧市町村分の合算のため）、

　　 緊急財政 の折 り、その後縮小 となる」、 「負担金や補助金の統合や廃止、額の統一 を

　　 した予算編成」な ど、予算面での旧市町村間の調整がキー となっていることが分かる。

　　　また、合併 によ りそれぞれの旧市町村の優れ た面が引き継がれ、全体 として新市町

　　村 は水準 が高ま るとの見方があったが、 「諸事業 ・制度 の運用 について、よ り高い方

　　への総合化 が検討 され、結果 として水準向上 を図ることができた」との記述 も見 られ

　　 る。 さらに、予算 の大幅拡大を図 り、 「建設 計画等 によるハー ド面及び ソフ ト面の一

体的な整備 を行 っている」とす る市町村がある一方、大幅に予算が縮小 した市町村で

は 「合併後の財政改革で特色ある予算編成 になっていない」 と述べてお り、財政事情

　　 による違 いが大 きい と考え られ る。

　②領域的には、学校教育活動関係の記述が多い。ア）学校提案型あるいは学校裁量 を大幅
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　　 に認 めるな どの、特色ある学校づ くりのた めの予算編成、イ）小学校英語教育、体験学

習、小中あるいは中高一貫教育、ウ）特別支援 のための補助員等の配置 な どが特色ある

　　 予算 とされている。

　 ③個別の項 目では学校施設整備 に関する内容 が2割 と最 も多い。耐震補強等の建設事業

　　 を計画 的に進 め ようとしていることや これまで滞 っていた整備 を行 う様子が窺 える。

　　 しか し、逆に 「超緊縮型予算 であ り施設整備 は大 きく抑制 され る」 との記述 もあり、

　　 施設整備 の取 り組みの違い も大 きく異な る様子が見て取れ る。

７．市町村 合併の成果 と課題

（１）合併 の成果

　 教育分野 において合併の成果 は、どの ように捉え られているか。合併の成果 に関 しては、

110市 町村 （58.2％） の回答があった。その記述内容196件 を整理 し表5示 す。

　 内容 は、 「学校教育活動」、 「生涯学習 ・地域間交流」、「教育行政」 に大別 できる。

　 ＜学校教育活動 ＞の うち、 「①学校教育活動 の充実」には、学校 内で具体的 にどのよ う

な成果 がもた らされたかをま とめている。例 えば、必ず しも十分でなかった教育環境の教

育条件 の底上 げが可能になった とす る 「学校間 の均衡化」、他校 の様子 を聞いて 自校でも

新たなこ とに取 り組 むなど、交流等が刺激にな り活性化 につなが るとい う内容 の 「情報交

換 ・交流 による学校 の活性化」 など、合併後の新たな施策 のなかで改善 され た点である。

　 「②学校への指導 ・支援」は、人的整備 をまとめてい る。指導主事、補助教員、その他

いろいろな指導員の配置である。 「③学校間交流合 同行事」は、学校外の活 動に よる成果

であ り、児童生徒 の活動の幅が広がる と述べ られ ている。

　 ＜生涯学習 ・地域 間交流 ＞には、成人の活動 を一括 している。 これまで他市町村であっ

た地域 の施設が利用 できるようにな り、講座 にも参加できるよ うになった とい う学習機会

の拡大、 旧市町村境界 を越えた交流 の拡大などである。

　 ＜教育行政 ＞に関す る成果が最 も多 く、そ こには、施策与件の拡大、経費削減、事務体

制 の充実、事業の充実 などがあげ られてい る。

　⑥学校 統合 ・通学 区域の変 更では、 旧市町村界 をまたがる学校統合や通学区域 の調整 が

可能 になったことも成果 とされ ている。⑦施設整備 では、特例債 の活用で整備 が進むこと、

特 に小規模 市町村 ではなかなか容易ではなかった計画的整備、学校施設水準の向上、迅速

な整備 （修理等）が可能 となったこ と、生涯学習施設な どにおいて合併後は 旧他市町村 の

施設 を使 えるために新たに新設す る必要が無 くなった ことがある。

　教職員 に関わ る内容には、⑧人件費削減 と⑨研修 ・人事異動が中心である。経費削減 の

規模 はともか く、人件費の削減 はいずれの市町村 も明 白な第一の合併成果である。また、

人事 の広域化 により、より効果が期待 され る教員及び職員の人事異動 が可能になった。

　事務 に関す る成果 には、⑩事務体制 と⑪事業 の見直 し ・充実の内容 に分 けられ る。前者

については、旧市町村の事務 を一元化することで効率化が図 られた こと、従来手が届かな

かった専門部署や職員 を配置す るこ とができるよ うにな り専門性 が高まった ことなどがあ

る。後者 では、 旧市町村それぞれ の事業の取捨選択 を迫 られることか ら、事業見直 しの機

会 になった こと、また意味のある活動や成果 が期待 され る活動を全市的に展開できたこと、

さらには、教育活動 の関連団体を整理統合す ることによ り効率化が図 られ るな どがある。
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表７　 市町村合併の成果　　　　　　　　　　　　　 （数字は件数）

＜学校教育活動＞64

①学校教育活動の充実　 35

　学校間の均衡化、情報交換 ・交流による学校の活性化、学校の特色づ くり、学校の安全対策の充実、

　学校配当予算の拡大、特別支援教育の充実、学校教育ネッ トワークの活用など

②学校への指導 ・支援　 14

　指導主事の配置 ・充実、学校訪問の充実 ・拡大、補助教員や指導員の配置など

③学校間交流合同行事　 15

　学校間交流の拡大、合同行事 （大会 ・発表会）

＜生涯学習 ・地域間交流＞25

④生涯学習 ・文化活動　 16

　生涯学習の場や機会の拡大、運動施設の有効活用、文化財の増加、学芸員による文化財保護など

⑤地域間交流　9

　旧市町村間の交流、各種団体の交流、市民参加型活動の意識化 など

＜教育行政＞100

⑥学校統合 ・通学区域の変更　 7

　小規模校の統合、旧市町村境界を超えた学校統合や通学区域の見直 しなど

⑦施設整備　23

　計画的な整備、特例債による整備、学校施設整備水準の向上、迅速な整備対応、不要な新設など

⑧人件費削減　9

　教育委員数の削減、事務職員の削減による節約効果など

⑨研修 ・人事　 14

　教職員研修の充実、教職員異動の円滑化、人事交流の広域化による意欲の向上など

⑩事務体制　 14

　事務の一元化による効率化、課設置による専門性の向上、企画部門 ・指導主事の配置など

⑪事業の見直し ・充実　33

　事業見直しの契機、特色ある事業の全域展開、事業 ・補助や団体の統合による効率化など

（２）合併 の課題

　これに対 して課題 は どうか。課題 をあげる市町村は、成果 よ りも多少多い115市 町村

（60.9％）である。その内容 は177件 を数 え、教育行政の変化 ＜行政 条件 ＞、旧市町村 間

の調整 の具体的課題＜ 旧市町村間の調整＞ 、そ して、合併 により必要 となってきた具体的

な施策＜教育施策 ＞に大別できる。

　件数が最 も多 いのが、＜行政条件＞ である。その第一は、合併 によ り事務量が拡大 した

（①事務の拡大） とい う内容 である。 「学校や施設が増 えて、様子 を十分 に把握 できな く

なった」「施設 の維持管理が行 き届 かない」 「指導主事派遣要請が学校 か ら数多 くあるが、

とて も応 え られない」 「学校数が増 えたため、教育委員や教育委員会職員 の学校訪問が減

った」などの問題点をあげてお り、その理 由として 「事務量 に対 して人員が少 ない」 とい

うことが述べ られている。教育委員会事務局で対応できないために、指定管理者制度の導
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入 を検討す るとい うところもある。第 二に、先 の事務量の拡大の要因の一つである 「②広

域化」の指摘 がある。 「分庁方式 であるた め事務が非効率である」、 「教育委員会 と教育事

務所 な ど分室等 との連絡 に時間がかかる」、「各機 関 を訪 問す る際 に移動 時間がかか る」

な どである。第三 は、 「③財 政難 」である。 「交付税の削減 が予想以上であ り、合併 して

も財政状況 は改善 され ないばか りか悪化 している」「財政難に より、合併 時に設定 した行

政サー ビスが維持で きない」 「合併時に行 った施設整備 の債務 が財政 を圧迫 している」な

どの声が あがってい る。

表８　市町村合併の課題　　　　　　　　　　　　　（数字は件数）

＜行政条件＞55

①事務の拡大　 31

　学校 ・施設が増え把握が不十分、維持管理が行き届かない、指導主事の派遣等に応 えられない、学

校訪問機会が減少、仕事量に比 して対応する人員が少ない、指定管理者制度の導入など

②広域化　 10

　分庁方式 による事務の非効率化、教育事務所や施設 との連絡に時間、面積が拡大 し移動に時間、教

育委員会から離れている地域への教育行政の浸透に課題 など

③財政難　 15

　交付税の削減 による財政悪化、合併時の行政サー ビスの維持不可能、施設建設の債務が圧迫など

＜旧市町村間の調整＞72

④全般　29

歴史のある事業を急 には統一できない、事業の関係や仕組みが複雑で統一できない、地域間格差が

　まだ残る、一体感の醸成、旧市町村におけるしがらみの払拭、合併理由の理解を深めるなど

⑤地域の特色 と統一　 7

　地域に即 した行政サービスの提供、小規模校 ・複式校への対応、地域の要望への対応、 自立した地

　域活動の育成など

⑥予算 ・補助金　 16

　通学費助成の統一、学校規模 に差があ り配当予算の適正化が難 しい、補助金等の不公平感が残る、

　施設の料金等に差、団体が合併せず報酬等が統一できないなど

⑦学校給食　 10

　学校給食方式の違い、給食費に差、給食の実施状況に差、給食センターへの統合など

⑧その他の調整事項　9

　学校行事や部活のバス利用の統一、パソコンソフ トの統一、手続きの統一、各種団体の再編成など

＜教育計画＞42

⑨施設整備　 17

　学校施設整備計画、学校施設設備の水準に差、生涯学習施設等の再編整備など

⑩学校統廃合 ・通学区域　25

　学校統合、統合による環境変化対策、通学区域の見直 し、学校選択制との調整、組合立学校との

関係など
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　 ＜旧市町村間の調整 ＞については、まず、個別具体的な調整事項ではな く、調整が進ま

ない ことやその理由等 を 「④全般」 として整理 した。 これには、 「旧市町村 において歴史

のある事業を急 に統一 はできない」 「事業 の関係や仕組みが複雑 で統一 できない」「地域

間の格差がまだ残 る」「旧市町村 にお ける しが らみの払拭が必要」 「一体感の醸成が必要」

な どがある。次に、合併 したか らといってすべ て統一 した事業展開をす る必要はなく、地

域の実情や特色 を生か した施策 も必要 と考 えられ るが、関連 して どこまで調整 し一体化や

統一 を図るか とい った課題が あが ってい る （⑤地域の特色 と統一化）。 「地域に即 した行

政サー ビス提供 の必要性」 「小規模 ・複式校へ の対応」 「地域 の要望へ の対応」な どであ

るが、 さらに、以上のよ うに行政が対応するのではな く地域社会や団体組織 の 「自立 した

地域活動の育成」 を取 り組 むべ き課題 としてあげる市町村 もある。

　他方、個別具体的な調整事項 としては、⑥予算 ・補助金 と⑦学校給食 にま とまった件数

がある。前者 では、「通 学費補助 の統一」、「学校配 当予算の適正化」、「施設の料金等の差」

な どがあ利、後者では、給食方式、給食費、給食の実施状況等 の違 いである。⑧その他の

調整事項には、学校行事や部活 にお けるバス利用、パ ソコンソフ トの統一、生涯学習関連

団体の再編成な どがある。

　上記 に対 して、今後 、踏み込んで新たに打ち出すべき施策 ・計画 と考 えられているもの

に、⑨施設整備 、⑩学校統廃合 ・通学区域がある。前者は、耐震補強や改築な どの全域的

な施設整備計画、学校施設や設備の水 準格差の是正な どが、後者 には、学校統合、通学区

域の見直 し、既 に実施 してい る学校選 択制 と通学区域 の調整な どが指摘 されている。

８．市町村合併に伴 う教育行政の変化

　以上の全国の市町村教育委員会 を対象 とした調査結果を踏まえ、市町村合併 に伴 う教育

行政 の変化の概 要を、教育事業 ・活動の拡充 ・縮小 に注 目してま とめておきたい。

（１）教育事業 ・活動の見直 し

　合併の成果では、まず第一に、合併が これまでの教育事業 ・活動 を見直す契機になった。

そ して、旧市町村 で行われ ていた優れた事業 ・活動 を新 しい市町村全域に拡充す るする一

方で、意義の薄れた事業 ・活動や効果 の余 り無い事業 ・活動 は淘汰 され ることになった。

　それによって、これまで旧市町村 では問題 とされなが らも解消あるいは解決できなかっ

た懸案事項 に検討が加 え られ る ようになった。 旧市町村の中では無理 であった ものが、合

併 とい う広い地域の枠 の中で検討 を余儀な くされ、一気に進む こともある。例えば学校統

合。小規模校 が多い旧市町村 の時代には、それぞれの地域 を大事にす る とい う考 え方から

存置 されていた小規模校は、よ り大きな規模の学校へ と統合 され、教育環境の向上が図 ら

れ る。他方 で、学校統合 は財政面での改善につなが る。

（２）教育環境 ・水準の底上げ

　 では具体的 に、事業 ・活動見直 しはどのように行われているのか。その第一の基準は、

旧市町村間の不均衡 の解消であ る。 旧市町村間の不均衡は不公平感 を生むため、解消すべ

く調整 が図 られる。そ の結果、あま り条件等が恵まれなかった旧市町村や地域に対 しては、

底上 げが図 られ ることになる。特色 ある予算配分の回答に見 られた 「旧市 よ りも旧町に重

点的に配分」 との記述 は、まさにそれ を裏付けている。比較的財政的 に余裕 のある一定規

模 の市 と、財政的に厳 しい町村 との編入合併の場合 は、このよ うな形 にな りやすい。
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（３）事業 ・活動の拡充 と新規事業 ・活動の展開

　 事業 ・活動の見直 しの次の基準 といえるのは、事業 ・活動の レベル アップで ある。 旧市

町村それぞれで実施 していた事業 ・活動を評価 し、 より意味のあるもの、効果のあるもの

を集 めて全市町村への展 開が行われている。 これに より、全市町村的なレベルア ップを実

現 している。

　 この他、先述の通 り、合併 に合わせ て新規事業 ・活動 を展 開す る市町村 は少な くない。

合併 を機 に内容 の濃 い教育構想や計画を立てて、教育振興の拡大を意図す るところもある。

（４）市町村合併 と財政力

　 このよ うな、新規の事業 ・活動の導入に至 る市町村 もある。 しか し、合併 して も財政的

に厳 しさが続 く市町村 では、現状の事業 ・活動、あるいは基本的な事業 ・活動を維持す る

のが精一杯 あ り、新 しい事業 ・活動に取 り組む ことは難 しくなっている。 そればか りか、

維持 できるのであればまだ良 しとすべきで、地方交付税 の削減 によ り事業 ・活動 を縮小せ

ざるを得ない状況に追 い込 まれ始めたケース さえある。また、合併時 に新 たな事業 ・活動

を始 めた市町村 でも、それ を維持できるかの懸念 を抱 えた ところもある。

　つ ま り、市町村合併 によ り新たな教育上の発展を遂げ よ うとしている市町村 か ら、合併

しても教 育事業 ・活動 は停滞 な し縮小 を余儀 な くされてい る市町村 まで、財政力 によって

大き く分かれ てい る。

　合併後 も財政力が弱 い小規模市町村では、地方交付税が年 々削減 に対 して、果た して有

効 な対策 が取れ るのか。一層の教育事業 ・活動 のス リム化 が突 きつけ られ てい る中、教育

委員会 さらには市町村 の企画力が問われてい るといえよ う。

　合併 を果 た して も教育事業 ・活動の維持が困難にな りつつある市町村を具体的なモデル

として将来像 をシ ミュ レー シ ョンす ることは、県 レベル、国 レベルでも今後の教育政策 を

検討す る上で重要になって くると考え られ る。

（屋敷和佳）

注）本稿では、新設合併、編入合併の別 を問わず、合併前の市町村 （合併関係市町村）を旧市

町村 と呼んでいる。
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第4章 　市町村合併に伴 う教育行政の変化 と課題に関する訪問調査

　本章では、市町村合併 に伴 い教育行政 あるいは教育事業が どのよ うに変化 したか、また、市町

村合併の成果 と課題は何であ ったかについて、全 国の教育委員会に対す る聞き取 りを　通 じて

、事例的分析的に明 らかにす る。

　報告す るのは、徳 島県那賀町 、

秋 田県 にかほ市、熊本 県天 草市、

長崎県佐世保市宇久地区 （旧宇久

町）、静岡県浜松市である。個別 の

報告に先立ち、まず第1章 のデー

タを用 いて、人 口と面積 につ い

て、訪 問調査地の特徴 を捉 えてお

きたい。

　第 １章図16、 図17に 示 した合

併後 の人 口と面積 の グラフ か ら

調査対象市町村を抽出 した ものが

図 １である。また、第1章 図10、

図11の 旧市町村 ・最大人 口構成比

率 と第 ２位／最大人口比率の関係

のグラフから調査対象市町村 を抽

出 した ものが図 ２である。

　 図 １をみる と、浜松市 は他 に比

べ人 口、面積 ともかな り大 き く、

佐世保市は面積 は大き くはないが

人 口は大きい。那賀 町は面積 に比

べて人 口が少 ない。にか ほ市 、は、

面積、人 口共 に小 さい。

図 １　 事例報告市町の合併後の人口と面積

　図 ２をみる と、編入合併 で ある

浜松市、佐世保市 は大人 口の旧市

町村の人 口規模 が大き く、特 に佐

世保市は廃止 された旧市町村 の人

口が少 なかった ことがわか る。那

賀町、にかほ市 は最大 と第 ２位 の

市町村の人 口の差が少 なく口面で

は小規模対 等合併 で ある とい え

る。　　　　　　　　 （山口勝 巳）

図 ２　事例報告市町の旧市町村 ・最大人口構成比率と

第２位／最大人口比率
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第1節 　那賀町 （徳島県）

1． 那賀町の概要 と合併の経緯

（１）町 の概要

　那賀町 は、標高 １千メー トル の四国山地の南側 を流れ る那賀川 の中 ・上流域に位置する

中山間地域の町 である。 この地域は丹生谷 と呼ばれ、昭和30年 代半ばには人 口2万3千

人であったが、過疎化 が進み、現在 は １万 ２千人 と半減 してい る。

　那賀川 には数カ所 のダムが作 られてお り、ダム建設に合 わせ て整備 された国道が動脈 と

なっている。 ５町村 の合併 であるが、新町の役場が置かれ てい る旧鷲敷町まで徳島市か ら

バスで1時 間半、 さらに高知県境の旧木頭村までは、バス を乗 り継 ぎさらに １時間半を要

す る。 この移動時 間か らも分かるよ うに町 の面積は広 く、695平 方 キロメー トル あ り、徳

島県の面積の約17％ を占め、県内で最大の面積を持つ こ とになった。

（2）合併の経緯

　 旧 ５町村は、地理 、歴史 、産業、文化面でも古 くか ら結 びつ きが強 く、行政面で も一部

事務組合 が設け られ ていた。過疎化、少子高齢化、地方分権の推進、地方交付税 の削減な

どの課題 に対応す るた め、平成16年 １月に 「丹生谷合併協議会 」を設置。９月には 「那

賀町まちづ く り計画 」 を策 定 し、平成17年 ３月 １日に合併 した。

　合併時の旧 ５町村 の人 口は、鷲敷町3,360人 、相生町3,368人 、上那賀町2,365人 、木

沢村957人 、木頭村1,843人 （いずれ も平成12年 国勢調査）であ る。

2． 那賀町のまちづ くり

（１）庁舎の配置

　旧鷲敷町 と旧相 生町 は那賀川 の中流域にあ り、町内では交通の便 もよい。 この旧 ２町

役場 の うち旧鷲敷町役場 に本庁 （総務課、企画情報課、税務課 な ど） が、旧相生町役場

に分庁 （農林振興課、建設課、健康福祉課）が置かれた。教育委員会は本庁舎 にある。

　また、地元の要望 も強 かった ことか ら旧那賀町役場、 旧木沢村役場、旧木頭村役場は

それぞれ 「総合支所」 として、地域振興課、住民福祉室、教育委員会事務室分室などが置

かれた。 この他 、本庁舎 には鷲敷支所、分庁舎には相生支所 も設 け られ、住 民 と密接 に関

わる業務については、すべ て合併以前 と同様に地元 で処理でき るよ うになっている。

（２）地域審議会

　各地区の住民の意 見を反映 させ るために、旧 ５町村それぞれ の地域審議会 が設置 され

いる。合併協議書 に よる と、設置期間は平成27年 度末 まで、各 地区の 自治会や公共団

体の代表者な ど10名 以内 の組織 である。地域審議会は、町長の試 問を受け、①まちづ く

り計画の変更、② まちづ く り計画 の執行状況、③基本構想の策定 ・変更、④その他町長が

必要 と認 める事項につ いて審議 し答 申す る。
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（3）合併協議会 における教育分野の調整

　公共料金や使用料等に絞 ると、教 育分野にお ける主な調整 ・変更 には次のものがある。

　まず 、幼稚園 については、定額制 （保育園保育料 に準 じたスライ ド制でない） になって

いた旧町村では、那賀 町 として新 たな授業料や保育料が設定 され た。 この結果、一部旧村

では値上げ となった。 次に、公民館、体育館、 グラウン ドの使用料 については、合併後 も

合併前 と同額を原則 とす るが、同一 あるいは類似施設の場合 は調整す ることとされた。

　 さらに、奨学金制度 につ いては貸与額の上限が統一 されてお り、一部の旧町村では貸与

額が下げ られた ことになる。

（4）基本構想 と行政改革プラン

　那賀町では、合併協議会で策定 した 「那賀町まちづ くり計画」を基本構想 と位 置づけて

い る。 したがって、 「まちづ くり計画」では、具体的な事業計画 は掲載 され てお らず、教

育分野 について述べた 「すべての人の個性や創 造性が生 きづ く教育文化のまちづ くり」の

項 目でも、学校環境 の充実、生涯学習 の推進、人権 の尊重、教育 ・体育 ・文化施設 の充実

及び活用 とい った方 向性が示す にとどまっている。

　通常、基本構想 に続 いて基本計画や 実施計画が策定の予定であるが、現時点では策定 さ

れていない。公表 されているのは、 「那賀町行政 改革 ＜集 中改革プラン＞」 （平成17年 度

～21年 度）である。

　那賀町の合併 の大きな理 由は、財政の厳 しさにある。 しか し、合併 を果た したからとい

って、財政状況が好転 しているわけではない。起債償還費 が毎年25億 円、人件費が約20

億 円とい う状況 のなかで （平成18年 度 当初予算113億 円）、地方交付税 は毎年2億 円の減

額 が重 くの しかかる。 したがって、新たな事業 の展開は論外 として、現在展開 している事

業 ・活動 をいかに維持 で きるか、 どの事業 を節約できるかに腐心す ることになる。行政改

革プランは、如 実にそれ を示 してお り、教育分野では、旧鷲敷町内の2校 の統合 （平成17

年度）、幼稚 園 と保育所 の統合 による幼保一元化 （平成19年 度1件 ）が盛 り込まれている。

３．那賀町の教育振興

（1）児童生徒の減少 と学校統合

　図のように、かつては各 旧町村 ともに数多 くの小学校 と中学校があったが、統合 が進み、

平成18年 度現在では小学校7校 、 中学校4校 になっている。高等学校については、県立

那賀高等学校 の分校2校 が統合 され、本校1校 （普通科 、寄宿舎設置） となった。

　 これ まで、学校統合 に際 してスクールバスを運行 してきてお り、スクールバス利用者 が

いない小 中学校 は若干数 に とどまる。

　平成17年 度現在 の那賀町の小学生総数は498名 、中学生総数は268名 であ り、鷲敷小

学校 と相生小学校 を除 く5小 学校 は全学年合 わせて50名 以下 とい う極小規模校 である。

　 ところで、 旧木沢村 の中学生 については変則 的な通学 となっている。合併前の平成16

年 に旧木沢村教育委員会が、旧相生町 の相生中学校 に事務委託 をして以来、旧木沢村内の

中学生はスクールバ スで学校規模 の相生中学校へ通ってい るのである。

（2）丹生谷地域 中高一貫教育

　上記のよ うに学校規模が縮小す る中で、那賀高等学校 と那賀町の4中 学校 の間の連携型

中高一貫教育が積極 的に行われてきた。那賀高等学校は、1学 級20数 名の学級編成を実
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施 してお り、生徒へ のきめ細かな指導は、進学に就職 に優れた進路実績 を上 げている

４．合併の成果 と課題

（1）合併の成果

　 合併 に際 して、教育委員会では重点施策 を定める とともに、学校教育、社会 教育、文化

振興 につ いての 目標 と基本方針 、努力事項 を設 定 した。 「那賀町教育委員会基本方針」で

ある。その重点施策 に掲 げ られ た一つに、 「保 ・小 ・中 ・高校 の連携強化 を図 り、全教職

員の熱意 と創意 を結集 して、教育の発展に努 める。」 とある。

　 これ まで 旧町村 間で温度差のあった学校種 を超 えた連携、そ して地域間の連携 が容易に

推進 できる条件が整 った とい うことができる。

（2）合併 の課題

　第一は、町の財源確保 の問題である。合併後3年 間は特別交付税措置分 が交付 され るの

もの、ま もな く期 限が来 る。また、合併後10年 間は地方交付税 （普通交付税） の特例措

置 （「合併算 定替」） によ り、 旧町村が合併 しなかった もの と仮 定 してそれぞれ の額 を合

わせ た形 で交付 されてい るが、その措置終了後 は大幅な地方交付税の削減 となることは明

白である。 それ まで に、財 政面 の体力 をどの ようにつけるか、あるいはどの部分 の経費削

減が可能か について、早急 に検討が必要である。教育分野についても、当然 コス ト面か ら

の改革が求 められ る。教育環境 ・条件の低下を避 けながら、それを実現できるかについて

抜本的な検討が避 けて通れ ない。

　第二は、児童生徒 の減少 に伴 う小規模校化への対策であ る。小 学校児童総数は、この数

年間で ２割 近い減少 になる と予想 されている。児童生徒数 の減少 は学校教育環境 の低下に

つながる。また、複式学級数 も増 えることにな る。 これまで複式 学級 に対 しては、町費 に

よ り教員雇 用を も行 い複式解消に努めているが、経費的に限界がある。 したがって、学校

統合 を積極 的に検討 しな くてはな らない。小学校 は、旧町村 に1校 、中学校 は那賀町全体

で2校 ない し3校 が妥 当で はないか との声 もあがってい る。学校統合 を進 めるには、統合

校の位置の決定、通学 の安全性やスクールバスの確保、跡地の活用、学校施設 の整備 など

のほかに、地域 の文化拠点 あるいは地域の人々の精神的拠 り所 としての役割 、 さらには地

域振興 についても配慮が必要 となる。

　第三に、学校統合 を進 めるにして もスクールバ スの運行経費、施設整備 費、通学費補助

など、第一 点に関わる課題 も決 して小 さくない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （屋敷和佳）

【謝辞】本稿は、平成18年2月 に行った那賀町教育委員会への訪問聞き取 り調査等をもとにとりまとめ
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第 ２節　にかほ市 （秋田県）

1． にかほ市の概要

　 山形県 と接す る秋 田県南西部にあ り、出羽富士 と して有名 な鳥海 山か ら北西に 日本海 ま

で市域が広 がるにか ほ市は、人 口2万9千 人 （平成18年3月 末現在）。 面積 は、240平 方

キロメー トルであ る。

　海岸線 にそってJR羽 越線 と国道7号 線 が走 り、人 口もそこに集 中 してい る。 山と海 を

擁 した観光地であ るが、電子部品産業 の集積発展 もよ く知 られ ている。第 ２次産業就業者

の割合は50％ を超えてお り、秋 田県ではもっ ともその割合 が高い。

２．市町合併の経緯

（1）合併調 印に至 る経緯

　 これ まで ゴミ処理、消防、救急、公共下水道 を共同実施するな ど結 びつ きの強かった仁

賀保 町、金浦町、象潟 町の3町 は平成14年7月 に、県内最初の法定合併協議会 を設置 し、16

年3月 の合併 をめざ した。県は合併重点支援地域の第一号 として支援 して きた。

　 協議会を重ね、新市の名称 が 「にかほ市」、新事務所の位置が3町 の真ん中に位置す る

金浦 と決定 されたが、象潟町長は3分 の2が 反対 の住民ア ンケー ト調査結果を踏まえ、合

併協議会離脱 を申 し入れた。4ヶ 月の中断の後 、県知事に よる 「新市 の名 称 と事務所の位

置」についての再協議 の提案 を受 けて合併協議会で再協議を確認 した。

　 その後、象潟町でアンケー ト調査を行った結果、合併協議会復帰53％ 、反対39％ とな

り、翌月の合併協議会 に象潟町の委員 も出席。15ヶ 月ぶ りに3町 そ ろい実質再開 となる。

　平成16年12月 の第20回 合併協議会 で、3町 長 で絞 り込んだ 「新市の名称 と事務所の

位置」についての提案が あ り、新市の名称 を 「にかほ市」、新市の事務所 の位 置を 「象潟」

（象潟役場 ） と決定 し、 さらに新市 において文化施設 を合併後3年 以内に金浦地 内に建設

し、引き続 き総合体育施 設を金浦地内に建設す るもの とされた。

　　　　　　　　　　　　　表1　 合併調印までの経緯

平成14年7月 　 3町 による法定合併協議会設置 （秋田県内で最初）、16年3月 の合併をめざす。

　　 15年5月 　第11回 協議会で、新市の名称が決定。

　　 15年8月 　第15回 協議会で新市事務所の位置を決定。新市まちづ くり計画を決定。

　　 15年10月 　 象潟町が町民アンケー ト結果 （合併反対2／3） を踏まえ、離脱を申し入れ。

　　 16年3月 　　県知事が3町 長を訪問 し、新市の名称 と事務所の位置について再協議を提案。

　　 16年8月 　 合併協議会で再協議を確認。

　　 16年10月 　 再協議の決定を受けて象潟町でアンケー ト調査実施（合併協議会復帰52.6％ ）。

　　 16年12月 　 新市の名称 と事務所の位置を再協議 し決定。新市まちづ くり計画を一部変更。

　　 17年2月 　 合併協定調印式
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　合併協定書 は、平成17年2月 に調印 された。合併期 日は17年10月1日 である。 その

日は国勢調査 当 日であるが、人 口は平成12年 の国勢調査にお ける3町 の合計人 口 （30,347

人）が適用 され 、市制施行 が可能であることが理由の一つ であった。

（2）新市への移行

　平成17年10月 に新市 になった時に旧仁賀保町長 が暫定市長に就 き、暫定教育長 には旧

象潟町 の教 育長 が就 いた。 次に、11月 の選挙 で旧象潟町長 が当選 し、新 しい教育長 には

旧仁賀保町教育長 が就任 した。

　庁舎は分庁舎方式 で、本庁 （旧象潟役場） に総務部、議会、農業委員会等が置かれ、金

浦庁舎 に産業部 と建設部が、仁賀保庁舎 には、市民部、健康福祉部が置かれている。教育

委員会は金浦 にあるが、金浦庁舎ではな く勤労青少年 ホーム内にある。ただ し、市民に身

近な行政サー ビス については、引き続き身近 な場所に窓 口が必要なことか ら、各庁舎に総

合窓 口として市民サー ビスセ ンターが設 け られ た。

　合併後 も市 は様々な調整 をしなが ら行政運営 を進 めてい る。平成18年3月 には、合併

協議会 が策 定 した 「新市まちづ くり計画」 を受 け継 ぎ、新たに 「にかほ市総合発展計画」

が策定 され た。

3． 教育委員会の組織

（1）教育委員会

　教育委員の出身 は、旧仁賀保町か ら2名 、旧象潟 町か ら2名 、金浦町か ら1名 の構成で

あ り、委員長は前象潟町教育長が務めている。

（2）教育委員会事務局 の組織

　事務局は、総務 課、学校教 育課、社会教育課、 スポーツ振興課 、文化財保護課の5課 構

成である。 旧象潟町では3課 、旧仁賀保町 と旧金浦町では2課 で あったので、ち ょうど係

が課 に昇格 した形 になる。なお、スポーツ振興課 と文化財保護課は本庁舎に置 かれてい る。

　 ところで、新市 に移行 した当時は、各市民サー ビスセンターに教育班が置かれていた。

しか し、業務量が あま り発生 しないことが分か り、「にかほ市行財政改革大綱」のも と 「集

中改革プ ラン」 によ り平成18年 度 に廃止 された。

（3）教育研究所 の設置

　組織上の注 目すべ き点は、新たに教育研 究所 を設 けた ことである。教育研究所 は独立 し

た施設 を持たず、教育委員会が ある勤労青少年センター内にある。3名 態勢で、所長は学

校教育課長が兼務す る。 旧町の時代は、 どこの町に も指導主事が配置 されてお らず学校か

らの不満 があったが、教育研究所の設置 によ りそれは解消 されて、各校の指導が充実す る

もの と期待 されてい る。

　研究所は、各校の運営委員会 メンバーや研究主任等 を招集 し、新市の教育方針 の浸透や

教職員 の資質向上 に取 り組み を図ってい る。

4． 新 市 の教 育 事 業

（1） 学 校 の配 置

　 にか ほ市 には小 学 校8校 、 中学校4校 が あ り、 旧町別 に は 、仁賀 保 （小4校 、 中2校 ）、

金 浦 （小1校 、 中1校 ）、象 潟 （小3校 、 中1校 ） で あ る。
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　象潟 中学校の改築が平成19年 度に終了す る。合併 によって整備 が遅れ た仁賀保中学校

について は、用地買収を経 て、平成20～21年 を 目標 に統合 中学校の建設 を行 う計画 とな

っている。

（2）学校配当基準

　 旧3町 では、学校予算 は個別学校 ごとに査定 して配 当されていたが、市 として11校 を

有す るよ うになった ので、新たに学校 の予算配 当基準を設定 して配 当 してい る。もともと、

学校間で経常費に大差は無かった。

　予算の決済 については、これまで全て教 育委員会で行っていたが、新市 になって10万

円までは校長の決裁 で済む ように変更 している。

（3）社会科副読本 の作成

　教育研究所では、平成18年 度に、新市の資料を取 り入れた社会科副読本の作成を行っ

た。

（4）社会教育

　公民館 を旧町単位 に1館 の配置 としている。それぞれの公民館での講座 に、地域を超 え

て参加す る様子 が見 られ る。

　社会教育 関係 の補助金 は、整理が進 められ た。合併以前 に分館 野活動 に対 して交付 して

い た支援金 を廃 止 し、文化祭 の参加 の団体に対す る補助単価を半減 させ てい る。

5． 合併 の成果 と課 題

（1）成果

　①学校教育分野における成果 の一つは、学校 が多 くなることによ り、それ ぞれの学校

の特色や取 り組むべき課題がよ り明確 になったことで ある。旧町 には研究会組織はあっ

た。 しか し、 旧町内の学校数が少ないことか ら自校 の中での取 り組 みに とどまるこ と

も少 な くなかった。 それが市 になって、例 えば学力 向上などにつ いて、 よ り大きな集

団で共通意識 を持って取 り組 めるよ うになった。

　②上記 には、教育研究所 も大きな支 えとなっている。さらに、教育研 究所が設置 されて、

市独 自の教職員研修 、市の現状 にあった教育指導体制が組める よ うになった。

　③社会教 育分野で は、先述の ように講座参加が全市に展開 され始 めたことをあげること

ができ る。

（2）課題

　 ①同 じ教育行政 といって も、職員 は各 自旧町 の事務の仕方にな じんでお り、取 り組み方

や受 け止め方が異な る。共通意識 を持 つには時間がかかると見 られてい る。

　 ② 旧町 によ り学校運営 に関 して も異 なっている点が少な くない。共通化が難 しいとの指

摘がある。

　 ③小規模校 を統合 して改築を行 う仁賀保 中学校の整備 費の確保の課題 がある。

　 ④上記統合予定の中学校 は併置校 である。中学校が統合後 は、複式学級 のある小学校単

独校 となる。 また、旧町界 に近い場所では、合併 によ り指定校 よ りも近 く、通学に便

利な学校が うまれてきた。 これ ちか ら、小中学校 の再編や学 区の検討 が課題 となって

いる。合わせ て、遠距離通学者 に対応 した交通体系の検討 も必要 となっている。

（屋敷和佳）
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　　　　　　　　　　　　　 第 ３節 　 天 草 市 （熊 本 県 ）

１．天草市の概要

　熊本県南西部 の天草諸 島の中心部 に位置す る天草市 は、人 口 ９万 ９千人 （平成18年 ３

月末現在）。 熊本市、八代市 に次 ぐ県内第 ３の都市であ り、面積は683平 方キ ロメー トル

と県内最大 を誇 る。

　大半が山林で 占め られ、限 られた平野部や海 岸線に市街地や農地が広が る。主たる産業

は、農業や漁業、そ して観 光 （キ リシタンの歴史、自然景観な ど） である。

　 県庁所在地 の熊本市か ら、天草 五橋 を通って市内中心地 （旧本渡市）まで車で約 ２時間。

また、天草空港か らは、福岡空港及び熊本空港へ定期便が運行 している。 旧 ２市 （本渡市

と牛深市）の間は、快速バスが約 ｌ時間10分 で結んでい る。

２．市町合併の経緯

(1)　 合併調印に至 る経緯

　 県によるブ ロ ック単位 の合併案 を受けて、これまで広域行政組合 を置いていた天草地域

の2市13町 の市町長 で構成す る 「天草地域市町合併研究会」が平成12年5月 に設置 され

た。翌13年4月 には、上天草地域の4町 （後 に上天草市 として合併） を除 く2市9町 に

よる任意協議会が設置 され、新市計画 ビジ ョンが全戸 に配布 され るまでに至 った。 しか し

平成14年 には、火力発電所 を抱 え財政的に豊 かな苓北町が離脱。 さらに、2市8町 で協

議回 を十数回開催 したが、公共工事の調整等において合意が得 られず、16年3月 に協議

会 は解散 となった。

　 しか し、翌 月4月 の市町長会議 で 「将来的には、天 草はひ とつにま とま り、現行の合併

特例法の期 限内に合併が必要 である」 との共通認識が確認 され、7月 には法定協議会が再

編成 された。半年後 の12月 に合併調印の運び とな り、平成18年3月31日 迄 の合併 とな

っている合併特例債 の資格要件 に間に合 う、3月27日 に合併が行 われた。 （表1）

　　　　　　　　　　　　　 表1　 合併調印までの経緯

　　平成12年5月 　　「天草地域市町合併研究会」設置 （2市13町の市町長）

　　　　13年4月 　任意協議会 「天草地域市町合併検討協議会」（2市9町）設置 （以降8回 協議）

　　　　13年11月 　新市建設計画ビジョン全戸配布

　　　　14年4月 　　 「天草2市9町 合併協議会」設置 （以降4回 協議）

　　　　14年9月 　 2市8町 による 「天草合併協議会」に組織変更 （以降15回 協議）

　　　　16年3月 　 合併協議会解散

　　　　16年7月 　任意協議会 「天草地域市町合併推進協議会」設置 （2市8町）

　　　　16年7月 　天草地域市町合併シンポジウム開催

　　　　16年7月 　 2市8町 で法定協議会 「天草合併協議会」設置 （以降8回 協議）

　　　　17年1月 　合併協定調印式
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（２）　新市建設 のた めの調整

　調整は、検討項 目を検討の段 階 ・重要度等によってＡ～Ｃの ラン クに分 け、市町長会、

幹事会、専 門部会それぞれ の検討組織で行われた。学校教育 に関 しては、教育委員会 の会

議、教職員 の人 事 ・服務及び給与事務、小 中学校の管理運営、奨学金 の運営、校区の設定

などが と りわけ重要 な調整項 目であった。

　合併協議会再編成後、合併調 印まで余 り短い期間で調印に至ってい るが、 これは、調整

はすで に協議会解散前に大半が詰 め られていたためである。

　合併までの申し合わせ は、教育関係では、①第 ３セクターで赤字 を減 らす こと、②駆 け

込み整備 は行わない、③統廃合関係 は引き継 ぐとい うものであった。

３．新市の体制

（１）支所 の配置

　合併後は、旧牛深市長 が市町職務代理者 とな り、暫定の教育長は 旧本渡市の教育長が務

めた。50日 以内の選挙 と定め られてい るが、市長は旧本土市の市長が無投票で当選 した。

議会 も同 日選挙を行 い、合併前 に合 わせてl30名 いた議員は30名 となった。

　新市 の人事 に関 しては、合併事務 局が設け られ、各市町の人事担 当が本庁 （旧本渡市庁

舎）及び支所 （他 の旧市町舎）への配置を調整 し、部長 クラス は助役会で調整 が行われた。

教育委員会は、本庁舎 （旧本渡市の庁舎）ではなく、建設部局、経済部局、農業委員会 と

ともに、本庁舎か ら1.5キ ロメー トル離れた別館である。

　市長 （旧本渡市で教育長の経験 のあ り）の市政方針 は、天草市 を 「日本 の宝島」と呼び、

教育 と文化 を軸に したま ちづ く りを進 めるとい うものである。

　　　　　　　　　　　　　　　図 １　 支所（分室）の組織

　　　　※旧町の支所組織 （牛深支所は別の組織構成）

（２）教育委員会 の組織

　現在 の教育委員は ５名で、旧本渡市、旧牛深市、上島及び下島の旧町の教育長が任命 さ

れてお り、新教育長には合併 時の教育長 （暫定）が引き続 き任命 され てい る。

　事務局職員 は、 旧市町 の教育 委員事務局の うち約 ３分の １が本庁舎 への異動、 ３分 の ２
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が支所 に置かれ た分室に異動 とい うよ うに、 旧市町本庁 と分室 に分けて配置 された。牛深

分室は10名 、他 の分室 は3～4名 である。現在の定員は237名 であ り、合併前の旧市町

時代 の教育委員会事務局の職員数 を合 わせた数 よ りも減 ってい る。 また、公民館 主事につ

いては、地域 に密着 した活動 を行 うことか ら市町部局の地域振興課 との兼務辞令 となって

いる。

　 本庁の教育委員会組織も大きくなり、ちょうど旧本渡市教育委員会事務局の係が課に昇
格 したよ うな形 になってい るとい う。

４．教育委員会 の活動 ・事 業

　 （１）教育委員 による学校訪問

　 新 市になって学校数が61校 に増 えた。 これ に伴い、教育委員に よる学校訪問には相当

時 間 がか か って お り、1年 目に は12月 に よ うや く終 了 した。

　 学校教育活動の違 いは、 旧の市町に よって異 なるとい うよ りも学校規模 による違いが大

きい と認識 され ている。

　 （２）学校 指導体制

　 指導主事 は、 旧本渡市 に1名 、旧牛深市に1名 の配置であったが、現在は5名 が配置 さ

れ てい る。 旧市の場合、1名 では事務の手伝 いが中心 とな り、実際に学校への訪 問指導 と

なる とほ とん ど無理 であった。それが5名 態勢 とな り、訪問指導 が十分可能 になった
。

　 しか し、学校 が遠 いこ ともあって全ての学校 を訪 問指導す るのに合併後 １年 目には40

日も要 し、 この間指導室 に指導主事 が全 くいないこともあった。急ぎの校長か らの電話相

談等 に十分対応で きていない面 があ り、学校訪 問の在 り方 の検討が必要 とされている
。

　（３）学校管理規則

　 現在 の学校管理規則は、旧本渡市の規則 がべースになっている ものの、全体 としては旧

市町間に大 きな違 いはなかった。

　 特別な点は、分校及び2学 期 制 を実施 してい る2中 学校の扱いで ある。天草市は3学 期

制であるため、研 究 とい う形 で2学 期制を継続 し、平成20～21年 度 を 目途に見直 しを検

討す ることが考え られてい る。

　 なお関連 して学校事務 につい ては、届 け出関係 に粗密が あ り改善の余地がある とも指摘
されてい る。

（４） 旧市町での教育事業の全市的な拡大

　 これには、旧2市 で実施 されていた学級補助教員の配置 と、司書 の配 置がある。ともに、

市全域 に拡大 され る こととなった。

（５）学校統合等

　 学校 の適正配置 は、市町のマニ フェス トで掲げ られてお り、平成19年4月 設置予定の

適正規模 ・適正配置審議会で検討 され、21年 度までに答 申が と りま とめ られ る予定であ

る。背景には複式学級の増加 があ り、少人数学級の方 向性 も焦点 となる と見 られている
。

　また、今後の審議会 とは別 に既 に2ヶ 所の学校統合が決定 され整備 に向けて動 き出 して

い る。

　なお、学校施設整備の全国的な課題である学校施設の耐震補強に関しては、平成19年2
月に判明す る診断結果 を受 けて、補強 を検討す る予定 とされてい る。

-48-



（６）今後 の生涯学習事業の見直 し

　合併前の旧市町間で大 きな違 いが見 られた一つが、生涯学習関連 の事業である。町民体

育祭 な ど町民行事に対 して、経費丸抱 えに近い事業であった旧町 もあ る。今後 は、それぞ

れの地域において市民が 自主財源 を確保 しなが ら実施す る方向で見直 しが図 られている。

　ただ し、急 に変更す るわけにはいかないため、移行措置 として コ ミュニテ ィ活動や地域

振興 を担 当す る市長部 局所管の 「まちづ く り振興費」 と して交付 し、その後見直 しが行わ

れ る。

５．市町村合併の成果 と課題

（１）成果

　① これまでは、個 々の市町 で独 自にやっていたが、 「天草はひ とつ」 にま とまることが

でき、各分野で旧市町間の交流が図れ た。

　②研究や研修 を通 じて、教員 の意識改革や レベルア ップが天草市全体 で図れ るようにな

り、児童生徒の学力 向上がま とまって期待できる。

　③ 旧市で小学生の希望者を対象 に行 っていた体験学習 （作陶体験）が全域で実施できる

よ うになるな ど、充実 した教育事業が広 く展開され るようになった。 旧市で実施 して

いた事業を新市全域 に広 げ る形 のものが多い。

　④ 一方で行政丸抱 え、他方で学校保護者 の負担があるといった交流事業の整理ができた。

　　 具体的には姉妹都 市を整理 し、旧本渡市の事業 （小学校6年 生 のホームステイ希望者

を米国に派遣） に統一 した。

（２）課題

　 ①指導 内容や指導方法を見 る と学校に よる違いは一 目瞭然であ り、授業改善が必要な学

校がある。

　 ②合併 して1年 経 っていない段階では、職員の事務 のや り方や意識 において出身自治体

による差があ り、ま とま る必要が ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （屋敷和佳）

【謝辞】本稿は、平成19年 １月に行った天草市教育委員会訪問聞き取り調査をもとにとりまとめたもの
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図 熊本県天草市学校配置図
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第 ４節 　 佐 世 保 市 宇 久 地 区 （長 崎 県 ）

１．佐世保市の概要 と市町村合併

（１）佐世保市の概要

　長崎県の北部に位置 し、県で ２番 目に大 きな佐世保市は、明治時代に旧海軍 の鎮守府が

置かれ発展 した。戦後は港湾産業都市 として発展 し、昭和35年 に人 口はピー クの26万 人

となった。 その後若干の減少 をた どっていたが、今回 の市町村合併で、人 口は ピーク時に

ほぼ戻ったかたち となった。 （平成18年3月 末現在26万 人）。

　総面積は364平 方キ ロメー トルで県全体 の9％ を占める。北松浦半島の南部分 を主な市

域 とするが、気候は対馬暖流 の影響で温暖であり、 リアス式海 岸 を形成す る臨海部および

の大小の島 は、西海国立公 園に指定 されている。

　平成14年 に市制施行100年 を迎 え、現在 は造船等 の製造業お よび県北地域の商業 ・サ

ー ビス業 の中心地 となっている。

（２）佐世保市の市町村合併

　昭和の大合併で周辺 ６村 が佐世保市に編入 してお り、平成 の大合併 では17年4月 に北

部 に隣接す る吉井町 （6千人） と世知原町 （4千人）が、18年3月31日 に同 じく北部 に

隣接する小佐々町 （7千人）、そ して五島列 島最北端に位置す るる宇久町 （3千人）が編入

した。

２．佐世保市 と宇久町の合併 の経緯

（１）宇 久町の概要

　佐世保 市の北西60km、 五 島列 島最北端に位置す る人 口約4千 人の島 （宇久島）の町で

ある。島には、標高約250ｍ の山を中心になだらかな丘陵が広が る。面積 は約26平 方キ

ロメー トル。基幹産業は農業 と漁業 である。財政力指数は0.117（ 平成15年 度）であ り、

佐世保市の0.575（ 同）に比 して極めて小 さい。

　 平町 と神 浦村が合併 して宇久町 になった昭和30年 には人 口は １万 １千人 であったが、30

年代後半 にま とまった人 口流 出があ り、 さらにその後 も流出が続 き、合併前 の平成17年

には約3千500人 となった。 平成12年 度の国勢調査によれ ば、65歳 以上の人 口の割合は

33.8％ であ る （佐世保市 は20.4％ ）。また、l4歳 までの年少人 口は558人 で あ り、全人 口

の13.9％ を占め （年少人 口の割合 は、佐世保市が多少上回 る程度で大差はない）、少子高

齢化の進む離島の過疎地域 とい うことがで きる。

　 佐世保港か らは、高速船が最速 １時間20分 程度で結 んでお り、フェ リーも合わせ ると

一 日数往復の船便がある。 この他、毎 日、福 岡の博多港 か ら五島市 （福江） を結ぶ フェ リ

ーが寄港す る。佐世保市への通 学 ・通勤は困難であるが、宇久町 の住 民の佐世保市の病院

等への通院の割合は4割 を超 えてお り、買い物についても2割 弱が佐世保で行われてお り、

佐世保市 との医療 や購買上のつなが りは極 めて深い。
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（２）合併までの経緯

合併のた めの任意 協議会は、宇久町 （宇久 島）の南西約lO㎞ にあ る小値賀町 （小値賀

島他10数 の島か らなる） を合 わせた ３者 の協議会であったが、統一地方選挙の後、小値

賀町長が協議会か らの脱退 を表 明 し、佐世保市 と宇久町の ２者 による協議会 となった。

　 その後、協議会では合併特例法期限内の合併 をめざして合併す るとの決定がな され 、平

成16年10月 には佐世保市長 を会長 とす る法定協議会が設置 され、平成17年 ２月に合併

協定が調 印 された （表 １参 照）。合併協議会における中心的な協議は、助役 クラスで行 わ

れ た とい う。

表１　 合併までの経緯

　 平成13年8月 　 「佐世保地域合併問題研究会」発足 （佐世保地域広域市町村圏１市10町 ）

　　　 14年5月 　第１回佐世保 ・宇久 ・小値賀任意合併協議会開催 （1市2町）（以降10回 協議）

　　　 15年1月 　中間報告書公表

　　　 15年4月 　統一地方選挙

　　　 l5年7月 　小値賀町長の脱退の意思表明を受けて、第7回 協議会で小値賀町の脱退承認。

　　　 16年8月 　 県知事へ外海離島と本土との合併の課題解決について要望

　　　 l6年10月 　 法定合併協議会設置 （会長 ：佐世保市長）

　　　 17年2月 　合併協定調印

　　　 18年3月31日 　合併

３．新市における宇 久地区

（１）合併協定書

　 合併協定 は平成l7年2月14日 に調印 され、宇久町 の区域には、市町村の合併の特例 に

関す る法律第 ５条の ４に基づ く地域審議会が設置 され るこ ととなった。設置期間は、合併

の翌 日平成18年4月1日 か ら翌年5月2日 まで とされ 、宇久地域審議会の委員には町議

会議員であった者 がついた。 こ うして、宇久町地域 の住民の意 見を新市に反映するととも

に、宇久地域の中で解決 できる課題 を検討する仕組みが確保 されたのである。

　 地域審議会 の所掌事務 は、①市長の諮 問に応 じ意見 を述べ ること、②必要に応 じて市長

に意 見を申 し述べ るこ と、③地域の重要課題について住人 の意見 を集約 し、市長に提言す

ること、④地域審議会 の設 置期間終了後の地域 の意見の反映方策につ いて検討 し市長に提

言することである。

　 また、宇久町の区域 には支所 として 「宇久行政セ ンター」が設置 され るこ ととなった。

先の地域審議会 に関す る事務 は、このセ ンターが所掌する。

　 ところで、教育 に関す る事項 として、合併協定書 には次の ４点が記 されている。

　 第 １に、教育 ・文化 ・体育関係 に補助金である。宇久町での補助金 は、すべて佐世保 市

の補助メニ ュー に よ り代替 し、おおむ ね ３年 を目途 に見直 しを行い、統一 した制度に切 り

替 える。県立宇久高等 学校へ の部活動補助金については、新 たな制度 を検討する、そ して、

教育講演会補助金 は廃止 とされた。

　 第 ２に遠距離通学費補助金で ある。 これ については、佐世保 市の制度 を適用 し、宇久町

の中学校統合 による通学費補助金については継続す る とされた。 また、合併後 ５年経過時

点で在 り方 について地元 と協議することとなった。
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　 第 ３に中高一貫教育推進委員会補助金であるが、合併後 も事業 を継続す ることととされ

た。

　 第 ４に学校給食の取 り扱いにつ いてである。 旧佐世保市 （平成17年4月 の合併までの

佐世保市の区域）では中学校の給食は行 っていないが、宇久町については、現行の通 り継

続す る とされた。

（２）宇久行政センター

　宇久行政セ ンターは市の地域行政部に属 し、図 １のよ うな組織構成 となっている。職員

数は、旧町職員67名 と人事交流職員 （佐世保市から）２名の計69名 である。

　 宇久町の時代は、首町部局 には7課 と国民健康保険診療所及 び家畜診療所が置かれ、教

育委員会事務局には、教育長、教育次長 、参事、次長補佐 のもとに、総務係、社会教育係、

学校教育係 、公民館及び公民館分館 が配置 されていた。町の総職員数は91名 で あった。

したがって12名 の減員で あ り、佐 世保市本庁への人事異動が行われた。

　 給与表につ いては、 旧宇久町 はラスパイ レス指数が低 く80台 半ばであったため、 １号

俸上げて以前 と同 じ給与表 が適用 されている。他方、佐世保市か ら派遣 された総務課長及

び総務課担当の ２名 については、佐世保市の基準 によっている。

　 なお、宇久行政セ ンターは、将来には行政職については二十数名 でやってい く予定とい

われている。

図１　 宇久行政センターの組織

※太字は本庁の上位組織を示す。

（３）地域審議会

　地域審議会 は、3カ 月に1回 の頻度で開催 されている。地域審議会は、市長 と地域審議

会委員の重要 な意見交換 の場 となってお り、 これには市の部長 クラスが出席 している。

　平成19年5月 の設置期 間終了後 は、学識経験者 を加 えた協議会が新たに設 け られ る予

定である。

４．宇久地区の教育の特色

（１）学校の概要

　現在 、宇久地区には小学校 ２校 （宇久小学校、神浦小学校）、中学校 １校 （宇久 中学校）、
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高校 １校 （県立宇 久高等学校）の4校 がある｡以 前、神浦に も中学校があったが、10年

以上 をかけた学校統合の議論に決着がつ けられ、合併 １年間前の17年3月 で宇久中学校

に統合 となった。統合時点では神浦中学校の生徒数 は三十数名 であった。 また、統合 に合

わせて通 学費の補助 が行われ るよ うにな り、バスも中学校 の部活の終了時間に合わせ て増

便 されている。

　平成18年5月 現在 の各校の児童生徒数及び学級数 は、宇久小学校lO8人 （6学級）、神

浦小学校18人 （3学級）、宇久 中学校89人 （3学級）、宇久高等学校l29人 （普通科5学 級）

であ り、児童生徒数 の減少 が続 いている。人 口が最 も多か った昭和30年 代には、宇久 島

の中心地にある宇 久小学校 では1学 年は4学 級 もあった。

（２）中高一貫教育か ら小 中高一貫教育への発展

　宇久地区の学校 教育の最 大の特色 は、小 中高一貫教育 にある。長崎県教育委員会では、

「しま」振興若者 定着事業 として五島列島の3地 域 （宇久、小値賀、奈留）で中高一貫教

育 （連 携型）を始 め、県立高校 と地元 の中学校 間で実践研究 を進 めて きた。特に、中学校

か ら連携す る高等学校への進 学実績が極 めて高 く、高校卒業後の進路実績 も優れてお り、

全国に注 目され る成果 をあげてきた。

　 その上で、県教育委員会 は地元市町 とともに、平成17年 度か らは同 じく3地 域で小 中

高一貫教育 の研究 を開始。平成20年 度 か らの実施 に向けて、従来の小 中高の枠 を超 えた

教育課程 の開発等 が進 め られている。

　 宇久中学校 と宇久高等学校の中高一貫教育では、中高の教員が相互 に乗 り入れる交流授

業 を実施 している。具体的 に平成18年 度では、高校教員が中学校 ３年生の数学及び英語

の少人数授業を担 当 し、中学校教員 は週3回 高校に出向き、数学の授業にティームティー

チング形式 で指導 を行 う。 また、美術の教員が高校 の選択の授業 を担当 している。

　 行事等 については、平成18年 度の体育大会 は中高合同で行 った。また、芸術鑑賞教室

や異文化理解 （留学 生 との会話）な ども合 同である。 さらに、小 中高合 同の海岸清掃や競

技場への遠足 も行 われ ている。

　 過疎化少子化 に伴 い児童生徒数が減少 し、学校規模 が縮小す る中で教員数の減少 な どの

教育水準の低下が懸念 され ていることに対 して、小中高 とい う学校種間の円滑な接続 を図

って、確 かな学力 の定着 と豊 かな人間性 を養 うことが、宇久地域 の小中高一貫教育のね ら

いである。 学力向上 に関 しては、県教育委員会が毎年実施す る基礎学力調査では、小 中学

校 ともに県平均 をか な り上回 り優れた成績 をあげて いるが、保護者や地域 か らの 「中高一

貫教育 によって勉強 しなくなった」 とい う声 に応 える とい う側面 もある。

　 宇久地 区の小 中高一貫教育は、平成17年11月 に内閣府 よ り構造改革特別区域の認定

（「宇久地区小 中高一貫教育特 区」） を受 けた。

　 小中高一貫教育 の取 り組みは、連携型 中高一貫教育 の実績 の上 に小 中一貫教育の導入 を

図るとい う形を とる。す でに、小中高の校長会、教頭会、教科研究会、研究主任会が設 け

られてい るが、小 中高が足並み を揃 えて取 り組む ことが重要 とみ られてい る。

（３）宇久地区生涯 学習推進セ ンター

　 学校教 育の担 当は佐 世保 に移 る一方、地域によ り活動 の違 いが大 きく、また地域密接 し

た活動が必要 とされ る生涯学習 の担当部門は宇久地区に残った。 この ような地区生涯学習

センターは、平成l7年 及 び18年 に編入合併 した旧4町 それぞれ に共通 して置かれてお り、
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旧佐世保市にはない。

　宇久地区生涯学習セ ンターは、宇久小学校体育館 の階下部分に複合施設 として建設 され

た旧宇久町公民館 を引き継 いでいる。所員 は5名 （１名 は嘱託）で、宇久地区公民館、神

浦分館、陸上競技場 、野球場 、テニスコー ト、運動公 園、宇久島資料館 を管理す る。

　また、学級・ 講座 な どの主催事業、関係 団体 ・機関 との連絡調整、図書室開室や公民館

便 りの発行 な どの情報 サー ビスを行 うほか、文化活動の振興や文化財保存、総合運動場の

活用、佐世保市 との児童生徒 との交流、親子 レクリエーシ ョンの実施、各種 スポー ツの振

興を担い、宇久地区の生涯学習や文化 ・スポーツ活動 の拠 点 となっている。

　先の中高一貫教育事業 は学校教育課の所管であるが、担当者が本庁か ら宇久地区に出向

くことができない場合 な どは、生涯学習セ ンター所長 が代理 を務める。

５．市町村合併 に伴 う教育事業 ・活動の推進

（１）宇久地区の独 自性 を生か した教育の推進

　宇久地区の教育に対 して佐世保市教育委員会は、教育環境や これまでの取 り組み を生か

ス とい う姿勢 を取ってい る。根付 いている宇久の教育 の上に、佐世保の風 を入れるとい う

ものである。

　合併による小 中高一貫教育の動きが気になる ところであるが、 これ については、すでに

触れているが、特区承認 を受け、その後取 り組み内容 の検討 が深 められてい る。市は小中

学校に対 して小 中高一 貫教育の研究指定 を行い、指導 主事 １名 を担当に据 えるとともに、

旧宇久町時代 とほぼ同額 の研究費 を交付 している。

（２）副読本 による学習 の幅

　何種類かの副読本 が配布 されているが、その中に宇久地区も紹介 されてい る。児童生徒

は、佐世保市 全域の学習ができるとともに、副読本 に より学習の幅ができる。

（３）校外行事 の拡大

　佐世保市の学校 となったことで、佐世保市の小中学校 が合同で行った り、市内全校で参

加する行事に出向 く機会 が増 えた。 中体連 の競技会、ブラスバン ド合奏会、弁論大会、市

音楽祭 、ふる さと発 見事業 （九十九島体験学習 、ハ ウステ ンボス見学な ど）、連合生徒会

な どがあ り、児童 生徒 は本 土を多 く知 ることができるよ うになった。

(４）学校施設の修理 や家具整備

　 合併後に、老朽化 した校舎の危険箇所の修理、廊 下の手す りの設置、生徒 の机や椅子の

買い換えが行 われた。宇久町時代には財政的に大変厳 しく、例 えば暖房器具 １台確保す る

のもままならない状態 であったが、それは解消 された。

（５）学校予算

　 学校 の予算は、合併 前までは教育委員会 と相談で決 まることが多かったが、佐世保市に

なってからは学校配 当予算が設 けられ、校長の決済額 も決 まっている。

　 また、学校 の申請 に基づ く特色ある学校づ くりのための予算 も配分 され る。

（６）教員研修の拡充

　 県などの研修 を除 き、これまで宇久町内で年 に４ ～ ５回研究会が行 われていたが、中学

校では教科研修 といっても高校教員 との研修にな らざるを得なか った。合併後は、佐世保

市教育員会主催 の研修会 に参加 でき、同学種の教科領域 ごとの研修会に毎月のように参加
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が可能である。

（７）遺跡発掘の進展

　これまで十分 に進 めるこ とができなかった島内遺跡 の発掘 が進む よ うになる。

６．市町村合併の成果 と課 題

　財政的に極 めて厳 しい状 況 （町費年 間約30億 円、経常収支比率98.4％ 、公債費 比率26.8

％、以上 は平成15年 決算 ）にあ り、 自治体 としての経営が な りたたな くなる可能性があ

った宇久町に とって、佐世保 市 との合併によ り、それ を回避できたことは成果 といえるで

あろ う。 しか し、合併 によって人 口流 出が加速す るよ うなこ とがあれば、宇久地 区にとっ

て大きな問題 となる。今後 の合併の様々な変化や影響 は、注意深 くみてい く必要 があろ う。

　以下、教育委員会学校教育課 、生涯学習センター、宇久 中学校 にお ける訪問聞き取 り調

査か ら得 られた 、教育面での市町村合併の成果 と課題 を整理 してお く。

（１）成果

　旧宇久町 か ら見た成 果 としては、財政状況や小規模 自治体であるためにできなかっ

たこ とが、でき るよ うになった ことである。

①学校教育 関係 では、上記の ５に掲 げた副読本 の充実、校外行事 の拡 大、学校施設の

修理や家 具の整備 、教員研修の拡充、などは、明 らかに合併によってもた らされた

ものである。 とりわけ、生徒が校外行事に出向 くことが増 えて視野が広が った、あ

るいは大 きな刺激 を受 けたことが中学校では成果 として強調 されていた。

②生涯学習関係 の成果 としては、宇久地区の活性化 に熱 心な佐世保市は 、宇久島再発

見 （ツアー） に補助 を行 った り、宇久島の平家祭 りや佐世保のよさこい祭 りの参加

に対 して経費補助等 を行 っている。子供会連合会 のキ ャンプ事業も宇久で実施 され

た。 このよ うに合併 に よって、双方 の交流が深 ま りつつあ る。

③文化財関係 で は、先述 の遺跡発掘の進展をあげ るこ とができる。

（２） 課題

　課題 として は、佐 世保 への移動 に起因する課題、 これ まで無料であった施設使用料

の問題 があが ってい る。

①児童生徒、教職員 ともに、佐世保 との交流が成果 としてあがる一方 で、佐 世保 まで

の時間 と交通費がかか ることが大 きな課題 である。市教育委員会の費用面での優遇

措置はあるが、それ で も海が荒れて欠航 した場合の宿泊費の問題、朝 ７時発 のフェ

リーで行 き夜 ８時 を超 えて到着 となる強行旅程 の体力面や集 中力へ の影響 、移動に

時間がかかる ことによる授業時数への影響な どは決 して小 さくはない。

　 また、大型冷蔵庫で ある程度 は対応ができるが、学校 給食の物資運搬 が天候に左右

され るとい う問題 もある。

② 定期便で本庁 と事務書類 のや りとりをす るた め、合併前 よりも事務決済が遅 くなっ

た。会議 に出席す るのも一 日仕事である。電子媒体 による解決 策が期待 され る。

③ これ まで、島内のスポー ツ施設 （陸上競技場、野球場）は、小 学校、中学校、高等

学校 は無料 で 自由に使 えたが、合併後 ３年たつ と佐世保市 と同様 に利用料の半額を

負担 しな くて はな らない。その場合、果た して負担で きるかが懸 念 され てい る。

④生涯 学習事業 では、年間65万 円の事業費が合併後 ３年 は維持 され るがその後50万
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円に減額 され ため、 この事業費 をどの ように確保す るか課題 となっている。

（屋敷和佳）

【謝辞】本稿は、平成19年１ 月に行った佐世保市教育委員会、宇久地区生涯学習推進センター、宇久中

学校への訪問聞 き取 り調査の結果をもとにとりまとめたものである。ご協力いただいた関係各位に厚 く

御礼申し上げる。
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３） 宇久 中学校 「平成18年 度 　 学校経 営説 明資料」2006.7

４） 「佐世保 市立 小 ・中学校管理規 則」2002.1

５） 「宇久 町小、 中学校 管理規則」2002.3

６） 宇久町役場 、宇 久町教 育委員会 『宇 久町郷土史』2003.3

7） 佐 世保市 ホー ムペー ジhttp：//www.city.sasebo.nagasaki.jp/gappei_uku
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第５節　浜松市 （静岡県）

１．浜松市の概要

　浜松市は静岡県の西 に位置 し、人 口は約82万 １千人 （平成19年 ４月30日 ）、面積 は1511

平方キロメー トルで全 国で も ２番 目に大きな市である。天竜川 、遠州灘、浜名湖 、赤石山

系 に囲まれ 、産業 は輸送用機器 その他 の製造業、卸売業等の商業、農業が盛んである。

　平成 ８年 に中核市 に移行 し、平成19年 ４月には全国で １６番 目の政令指定都市 となっ

た。

２．市町村合併の経緯

　浜松市は、12市 町村 を母体 に平成17年7月1日 に合併 し、その後、 平成19年4月1

日には政令指定都市 となっている。そ の関係 は表の とお りである。

　合併に向けた協議 会は平成15年6月

に開始 され るが、その前年、平成14年 に、

環浜名湖政令指定都 市構想研究会が12

市町村、湖西市、新居町等 によって発

足 し、政令指定都市 の構想実現に向け

た研 究が開始 され た。平成15年6月 、

12市 町村 と新居町 に よって合 併協議会

準備会が設置 された。 その後、同年9

月 に新居町を除 く12市 町村 で 「天竜川

・浜名湖地域合併協議会 」が発足 し、

平成17年6月 に至 るまで、計19回 の

協議会が開催 された。

　 合併協議会は、 「小委員会」、市町村

の助役で構成す る 「幹 事 会 」、 市 町村

の部課長級職員 で構成す る22の 「専門

部会」、及 び事 務局 で構 成 され てい る。

　　 教 育に関 して は、 「教 育 と」「生涯学

習

・文化 スポーツ」の 専門部会 が置かれた。協議 事項 は、「１　 合 併の方式」 「２　 合併の

期 日」 「３　 新市の名称」その他計33の 事項が設定された。教育に関す る協議事項は 「29

教育制度の取扱 い」 とされ ている。

　合併に向 けた協議 の特色 は、政令指定都 市への移行に向けた協議 も併せ て行 ったことで

ある。例えば平成16年10月 の第13回 合併協議会では、政令指定都 市移行時 の区割 りが

協議 され、平成17年4月 の第18回 合併協議会 では、政令都市移行時 の区役所 の位置を内
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定 してい る。

３．新市の体制

（１） 行政組織

　合併後は地方 自治法に基づ く地域 自治区を、合併前の12市 町村の区域を単位 に配置 し

ている。 この地域 自治 区は生活 の身近なサー ビスを提供す る総合事務所 と、地域住民の意

見等を反映 させ る地域協議会 によって構成 されている。地域協議会 の役割は、当該地域に

関 して市長 か ら求 め られた事柄について意見を述べた り、地域の課題 について要望 した り

することとされ てい る。

　政令指定都 市移行後 は、すべての行政区に区協議会 を設置す る とともに、合併時に設置

した地域 自治区は、浜松地域 自治 区及び浜北地域 自治区を除いて存続す ることとされた。

また、区単位 に区役所 が設置 され ると同時に、従来の地域 自治区単位 に設置されていた総

合事務所は地域 自治セ ンター とされている。

　 これ らの結果、政令指定都市移行後の市の体制は、政策 ・企画 ・管理及び国な どとの調

整業務を行 う市役所 と、市民サー ビスやまちづ くり、防災な どの事務 を行 う区役所、地域

自治センターに よって担 われ ることとなった。

（２）教育委員会 の組織

　 教育委員会事務 局につ いては、合併時 に次の よ うな組織 となった。

　 ・学校教育部 （総務課 、学校教育課、指導課）

この ほか教職員の研修 を担 当す る天竜川 ・浜名湖地区総合教育セ ンターが

置かれてい る。

・生涯学習部 （生涯 学習推進課 、生涯学習総合セ ンター 、青少年課 、中央図書館、博物

館 、美術館 、秋野不矩美術館）

・浜北教 育事務所 、引佐教育事務所 （引佐分室 、三 ヶ 日分室）、天竜教育事務 所 （春野

分室、佐久間分室、水窪分室、瀧 山分室）、舞阪分室、雄踏分室

その後、平成19年 の政令指定都市移行後は次のよ うな組織 となった。

・学校教育部 （教育総務 課、学校施設課 、保健給食課 、教職員課、学事課、指導課）

生涯学習部 の うち、生涯学習推進課 は市長部局に移 り、青少年課は指導課 に入ると

ともに、教育相談支援センター と青少年育成センターが設置 された。 また、 ３教育事

務所、分室は廃 止 された。

　合併に伴 う組織 の再編成 によって、職員数が減少す る と同時に、政令指 定都 市移行後 さ

らに職員数が減少 してい る。一方、指導主事については、市町村 合併以前は57人 で あっ

たが、合併後 （平成19年2月 現在）は78人 となってい る。

４．合併に伴う教育施策の推進

　以下では合併後の教育に関する計画や施策について整理する。

（１） 「浜松市 戦略計画2006」 における 「子 ども政策」

　浜松市は既 に平成16年 度か ら 「戦略計画」 を策定 してお り、平成18年 度の 「戦略計画

2006」 は最終年度の位 置づけ となっている。改革手法 として 「成 果志向」 「競争原理」 「顧

客志向」 「権限委譲 ・分権 」の四つ を掲げ、浜松市が果 たすべ き役割や 目指すべ き都市像
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を明確 に している。 「①政令指定都市の実現」 な ど、計 ８の重点政策が掲 げ られてお り、

その一つ に 「⑥子 ども政策の推進 」がある。 この 「子 ども政策の推進」 の 目標 として、①

保育所入所待機児童数、② なか よ し館の設置数、③放課後児童会 の設置数が あげ られ、そ

れぞれについて数値 目標が掲 げられてい る。 さらに、市が重点的に取 り組む施策 （リーデ

ィングプロジェク ト） として次の6項 目を掲 げてい る。

①次世代育成支援行動計画の推進

②待機児童の解消に向けた保育施設の整備充実

③子どもが健やかに育つ環境づくりの推進

④児童相談所の設置

⑤特色ある教育 ・学校づくりの推進

⑥教育相談及び教育支援システムの充実

　 これ らの戦略計画 と同時に、「部局戦略計画」が作成 され てい る （平成18年4月 ）。学

校教育部 については、戦略 を規定す る 「環境分析」「ミッシ ョン」 「ビジ ョン」 「目標」「経

営方針」を明確 にす ると同時に、次の重点施策を設 定 している。

　 （l）新 市の教育環 境づ くり　 （2）特色 ある教育 ・学校づ くり　 （3）教育相談及び教育支

援 システムの充実 　（4）教職員 の資質 の向上　（5）安心 して学べ る教育環境 づ くり

（２）教育総合計画 の策定

　教育分野にお ける中長期的な視 点をもった教育施策を進めることを 目的 に、平成18年4

月、浜松市教育総合計画 が策定 された。計画は、基本構想 と10の 宣言 、及びそれぞれの

宣言に基づ く具体的 な事業を示す と同時に、 目標数値 を掲げて毎年度実施状況 を評価す る

こ ととされている。教育 目標 は 「夢 と希望 をもって学び続ける 「世界 にはばた く市民」の

育成」 とされ 、施策 の方 向性 として 「明るい夢 と希望 のもてる子 どもた ちを育て る」 「意

欲的 に学び続 ける こ どもたちを育て る」 「互い を認 め合い、自他 の良 さを認 めるこどもた

ちを育てる」の ３点 があげられて いる。宣言 と施策 、事業、数値 目標 の関係 について、例

えば、 「宣言 ３　 確 かな学力 を育成 します」 については、次のよ うな内容 となってい る。

＜宣言３　確かな学力を育成します＞
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５．市町村合併の成果 と課題

　既 に述べたよ うに旧12市 町村の浜松市へ の合併の特色は、市町村合併 と政令指定都市

への移行が同時 に進 め られたこ とであ る。また、合併後は面積が全国 ２位 の規模 にな ると

同時に、農業産 出高や製造品出荷額で も全国有数の市 になった ことも特筆すべき ことであ

る。市町村合併 の成果及び課題 として次の点を挙 げることができる。

　まず、第一に政令指定都市になることによって、教 育施策を総合的 に立案計画す ること

が可能になった ことである。浜松市教育総合計画のよ うに、旧市町村 の体制 では必ず しも

十分でなかった と思われ る教育施策やその実現 を目指す事業が戦略的に行え るよ うになっ

たこ とである。

　第二 に、一部の市で行 われていた施策や事業が全市で展 開され るよ うになったことであ

る。小学校 国語や算数 の指導支援員、スクールヘルパー、学校図書館補助員な どの事業が、

それ まで実施 していなかった地域 においても実施 され るよ うになった。

　第三 に、行政組織 の簡素化、効率化 が可能になったことである。教育委員会教育委員や

教育委員会事務職員 の削減、スケール メ リッ ト生か した効率的な行政の運営が可能になっ

ている。

　 第四に、市域 が広大にな ることに よって、教育委員会 と各学校や学校間の連絡、教職員

の研修等 に工夫 が求 めらることである。南北に長 い市域 に小 ・中学校合わせ て165校 （平

成18年5月 現在 、 うち2校 休校）が位置す ることか ら、様々な連絡業務や教職員の研修

を円滑に行 う工夫 が必要 となろ う。また、地域 の特色や学校の実態に応 じたきめ細かな対

応 も必 要 とされ よう。

（工藤文三）

【謝辞】本稿は、平成19年1月 に行った浜松市教育委員会への訪問聞き取 り調査をもとにとりまとめた

ものである。ご協力いただいた関係各位に厚 く御礼申し上げる。
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１）『天竜川浜名湖地域合併協議会だよ り』（2003年11月 創刊号、2004年11月 特集号、2005年2月 、3

月特集号）

２）『合併協定書』平成16年12月

３）浜松市 『浜松市戦略計画2006』2006年4月

４）浜松市 『部局戦略計画』2006年4月

５）浜松市 『浜松市教育総合計画』2006年4月

６）浜松市 『浜松市勢要覧2006』2006年
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資料 １　 訪 問調査依 頼状

平成19年 ２月16日

○○市町村教 育委員会教 育長様

国立教 育政策研 究所

総括研究官　屋敷和佳

市町村合併に伴 う教育行政の変化 と課題に関する調査について（依頼）

　今次の市町村合併推進政策 は、地方教育行政の在 り方についての見直 しを迫

るものであり、 とりわけ小規模市町村への影響は大きいと考えられます。この

ような中、市町村合併が教育にどのような影響 を与えるかについて、また合併

後の最適な教育体制づ くりの在 り方について検討することは、政策評価が求め

られる今 日においては極めて重要な課題であ ります。

　そこで私 どもは、 日本学術振興会科学研究費補助金を得て、昨年度 より 「市

町村合併 に伴 う自治体行財政構造の変容 と学校教育体制の再編に関す る研究」

を進 めてお ります。

　 これまで、市町村合併を行った全国十数 ヵ所の市町村教育委員会への訪問調

査を実施 しましたが、教育行政の変化、市町村合併の成果 ・課題 について全国

の状況を把握する必要を強 く感 じ、このたび標記のアンケー ト調査を実施する

ことにいた しました。

　つきま しては、ご多忙中誠に恐れ入 りますが、本調査にご協力賜 りますよう

何卒 よろしくお願い申し上げます。

　 なお調査結果は、集計が終了後ご報告す る予定でお ります。
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記

１．調査名

　 「市町村合併に伴 う教育行政の変化 と課題 に関す る調査」

２．調査の 目的

　　市町村 合併 に伴 う教育行政の変化 を整理す るとともに、市町村合併が学校教育や生涯

学習等 にどのよ うな効果 と影響 をもた らすかにつ いて検討 し、今後の市町村 にお ける

教育振 興のための基礎資料 を得 る。

３．研究組織

　　国立教育政策研 究所教育政策 ・評価研 究部　総括研究官　屋敷和佳 （研 究代表）

　　国立教育政策研 究所初等 中等教育研究部　部長　 工藤文三

　　武蔵工業大学工学部情報処理 センター　助教授　 山 口勝 巳

　　玉川大学教育学部通信教育部　助教授　坂野慎二

４．調査対象

　　いわゆる平成の市町村合併 を行った市町の教育委員会 の半数　279市 町の教育委員会

（無作為抽出による、ここでは平成11年 ４月 １日よ り平成18年3月31日 まで を対象）

５．回答期 限

　　平成 １９年 ３月 ９日 （金）までにご回答 くだ さい。

６．送付 内容

　　①教育長様あて調査依頼状

　　②調査票

　　③返信用封筒

７.問 い合 わせ先及び調査票返送先

　　下記までお願 いいた します。

　　　　〒153-8681東 京都 目黒 区下 目黒 ６丁 目５－ ２２

　　　　国立教育政策研究所　教育政策 ・評価研究部　　屋 敷 和 佳

　　　　Tel　03-5721-5032　 　　Fax　03-5721-5172　 　　E-mail yashiki＠nier.go.jp
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資料 ２　 教育委員会質問紙調査票

平成１９年２月

市町村合併に伴う教育行政の変化と課題に関する調査

国立教育政策研究所

総括研究官　屋敷和佳

ご 記 入 に つ い て の お 願 い

　 この調査は、いわゆ る平成の大合併によって市町村合併を行った市町村 の教育委員会を対象に、

教育委員会の組織 と運営、学校教 育活動や生涯学習活動などの変化 の様子 と市町村合併に伴 う課

題についてお尋ねす るものです。調査結果は、統計的分析を中心に行い、個別の内容 についてご

迷惑 をおかけすることはありませ ん。調査結果は集計が終了後、お届けす る予定です。

１．原則 として平成19年 １月現在の状況 をご回答 ください。

２． ご回答 にあた っては、選択肢 の中か ら当てはまるものの番号に○ をつけるか、あるいは

枠内に数字 も しくは、文章を ご記入 ください。

３．他の部課の所掌に関わる質 問内容がありました ら、可能な範囲で本調査票 を回覧いただき、

ご記入 くだ さい。

４． ご回答が終わ りま した ら、同封 しま した返信用封筒 に入れ、 ご投函 くだ さい。

　　ご返送期限は、 ３月 ９日 （金）です。

５．お問い合わせ先 ・ご返送先

　　〒153-8681東 京都 目黒区下 目黒 ６－ ５－ ２２

　　　　　　　　国立教育政策研究所　教育政策 ・評価研究部　屋敷和佳

　　　　　　　 電話 ０３－５７２１－５０３２（直通）Fax　 ０３－５７２１－５１７２（研究部）

　　　　　　　 E-mail　　yashiki＠nier.go.jp

それでは、質問に入 ります。お忙 しいところ恐縮 ですが、ご協力 をよろ しくお願いいた します。

Ｑ １．教育委員会名等 をご記入 くだ さい。

市／ 町／ 村 教育委員会

所 属　 課　 係

記入者ご氏名

電 話 番 号

（上記は回答内容を確認させていただく必要が生 じた場合のためのものです）

Ｑ ２．合併の期 日と合併後の人 口 （現在の人口）をご記入 ください。

（１）合併の期 日

（右詰で記入）

（２）現在の人 口

（四捨五入）
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Ｑ ３．市町村合併 の概要につ いてお尋ね します。

（1）合併 した市 町村数 （旧市町村 の数）

市町村 （複数回合併 した場合も合併前の旧市町村全部の数）

（２ ） 合 併 の 方 式

　　　１．新設合併

　　　２．編入合併

（3）「地域審議会」 の設置状況

　　　１．現在設置 してい る　　 ２．以前設置 していた　　 ３．全 く設置 していない

Ｑ４．教育委員会についてお尋ね します。

（１）所在地

　　　１．いわゆる首長 部局 と同一の旧市町村に所在 （本 庁方式）

　　　２．首長 が執務 を行 う庁舎 が所在する旧市町村 とは別 の旧市町村 （分庁方式）

　　　３．その他 （具体的に記入 ）

（２）教育委員の人数 と出身 旧市町村

人　 出身旧市町村の数

例えば、 Ａ～Ｅの ５つの旧市町村があ

る場合で、教育委員の出身がＡ～Ｄの

４旧市町村 （うち２名は同一旧市町村）

であれば、「４」と記入 ください。

（３）教育長の 旧市町村 にお ける教育長経験の有無

　　　 １．教育長経験 な し

　　　 ３．教育長経験 あ り

（４）教育長 の出身 旧市町村

　　　 １．首長 と同 じ旧市町村

　　　 ２．首長 とは別 の旧市町村

Ｑ５．教育委員会事務局 についてお尋ね します。

（１）教育委員会事務局職員 定数

人 （常勤職員、図書館等で教育委員会事務局職員定数に入っている場合は含む）

（２）旧市町村時代 と比較 した場合 の教育委員会事務局職員定数の変化

　　 １．増加

　　 ２．若干名 の減少

　　 ３． １０名程度の減少

　　 ４． ２０～ ３０名 程度 の減少

　　 ５． ３０名 以上の減少

　　　（旧市町村時代については、各旧市町村の教育委員会事務局職員定数の合計）

（３）市町村合併前 と現在 の指導主事の数

市町村合併前

（旧市町村の計）　 人

合併後

（現在） 　人
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（４）今後 の教 育委 員 会 事務 局 職員 の予 定増 減数

　　　（およその時期 ・規模 をご記入 ください。例えば、10年 後に10名 の減 など。）

（５）旧市町村時代 に教育委員会事務局の 「課 ・室」の数が最も多かった旧市町村教育委員会 に

おける 「課 ・室」の数 と現在 の教育委員会事務局の 「課 ・室」 の数

旧市町村時代

（最大の教委）　 課 ・室

現在の教育委員会　
課 ・室

（６）教育委員会が所在 しない旧市町村 の学校教育の事務処理等 に関 して、当該旧市町村に教育

委員会分室等 を設置 していますか。

　　　１．すべてに分室等を設置 している

　　　２．一部の 旧市町村に分室等を設置 している

　　　３．分室等は全 く設置 していない

　　　　（ここで言う　「分室等」とは、当該旧市町村担当の教育委員会職員が配置された組織です）

Ｑ６．旧市町村間における教 育行政の調整

（１）調整の時期

　　　１．合併前 に殆 ど調整 済み　　 ２．合併前後 に調整　　 ３．殆 ど合併後の調整

（２）調整にあたって特 に労力 を要 した事項 （該当するものすべてに○をつけてください）

　　　 １．学校統合

　　　２．通学区域

　　　３．区域外入学の扱い

　　　４．教科書の採択等

　　　５．学校給食

　　　６．学齢簿の様式

　　　７．就学指導委員会の設置等

　　　８．学校への予算措置等

　　　９．学校へ の教員配置 に関す ること （加配 など）

　　　10．幼稚 園の入学年齢 ・保育時間 ・通園区域

　　　11．公民館事業 ・生涯学習 関連事業

　　　12．スポー ツ関連事業

　　　13．文化関連事業

　　　14．教職員研修に関す ること

　　　15． その他 （具体的に記入 ）

Ｑ７．合併後の教育活動の特色 と教育委員会予算

（１）合併後 に、新た に 「教育構想」や 「教育計画」を策定ない し検討 していますか。

　　１．策定 した　 　 ２．策定 中である　 　 ３．検討中である　 　 ４．検討 していない

（２）合併後 の学校統合 の検討 ・実施状況

　　　 １．学校統合を計画 し実施 した

　　　 ２．学校統合 を計画中

　　　 ３．学校統合 について検討中 （審議会等 の設置含む）

　　　４．特 にな し

-3-

-69-



（３）特定の旧市町村 で行 われ ていた特色ある教育事業や活動等の うち、新市町村全域に拡充 し

たものが あ りま した ら、主要なものを３つまであげて ください。

（４）特定の旧市町村 で行われていた特色ある教育事業や活動等の うち、市町村合併に伴い整理

や廃止を行 った ものが あ りま したら、主要 なもの を ３つまであげて くだ さい。

（５）上記以外で、合併 後新 たに実施する教育事業や活動があ りま した ら、ご記入 くだ さい。

（６）教育分野 にお いて合併 特例債 を活用 した、あるいは これか ら活用す る事業があ りました ら、

その概要 を以下 に ご記入 ください。ない場合は 「な し」 とご記入 くだ さい。

（７）旧市町村 （合計額 ） と比較 した場合の教育予算 の規模の変化 （施設整備費関係 は除く）

　 １．大幅 に縮小 　 　２．多少縮小 　 　３．殆 ど同 じ　 　４．多少拡大 　 　５．大幅に拡大

（８）合併後の教育予算 にお いて特色がありま した ら、以下にご記入 くだ さい。

Ｑ８．市町村合併 に伴 う教 育分野 における成果と課題

（１）教育分野にお ける市町村合併の成果 にはどのようなものがあ りますか。以下にご記入ください。

（２）市町村合併に伴 う課題が あ りました ら、以下にご記入 くだ さい。

以上で終 わ ります 。 ご協力誠に あ りがと うございま した。
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資料 ３　 自由記述回答 （Ｑ７～ ８）
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2
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3
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4
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1
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2
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1
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2
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3
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1
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2
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3
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4
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1
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2
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1
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2
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3
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4
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1
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2
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3
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4
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5
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資料４　訪問調査依頼状

平成18年〇 月〇 日

○○市町村教育委員会

教育長　○ ○ ○ ○様

国立教育政策研究所
総括研究官　屋敷和佳

市町村合併の成果と課題に関する聞き取り調査について（依頼）

　私 どもは科学研究費補助金を得て、昨年度か ら 「市町村合併に伴 う自治体行

財政構造の変容 と学校教育体制の再編 に関す る研究」を進めてお ります。本研

究の一環 として昨年度実施 しま した 「市町村合併に伴 う教育体制づ くりに関す

る聞き取 り調査」の際には格別なご協力をいただきま したこと、感謝いた して

お ります。

　 さて本年度は、 さらに研究を発展 させるべ く、全国の幾つ かの市町村教育委

員会を訪問 して、教育分野における市町村合併の成果 と課題 に関する聞き取 り

調査を実施 してお ります。今 日、政策評価がクローズア ップ されていますが、

本調査 を踏まえ成果 と課題を整理す ることは、政策評価に関わる重要 な知見を

提供す るとともに、今後の個別の教育施策の在 り方の検討 にも資す るところが

大きい と考えてお ります。

　つきま しては、ご多忙の折 り誠に恐縮ですが、下記要領にてお伺い しますの

で、何卒ご協力賜 りますようお願い 申し上げます。
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記

１

．訪 問調査名

「市町村合併の成果 と課題に関す る聞き取 り調査」２

．訪 問調査の 目的

　市町村合併 が、学校教育や生涯学習に どのような成果 をもた らしつつ あるのか、また

どの ような課題があるのかについて検討 し、市町村合併 とい う政策評価 および今後の市

町村 にお ける教育振興のための基礎資料 を得 る。３

．訪 問 日時

平成18年〇 月〇 日 （〇）午後〇 時 から１時間半程度４

．訪 問者

　国立教育政策研究所　 教育政策 ・評価研究部　屋敷和佳 （総括研究官）

同　 本多正人 （総括研究官）

５

．調査項 目

１）新市の特色

・市町村合併 の主な期待 、交通 の整備 、行政組織 の改革 （組織変更 、支所 の配置、

職員削減計画な ど）、その他市政 の特色

２）新市の教育の特色

・学校教育 の概要 （学校数、児童生徒数 ・学級数 、通学方法、学校施設の整備状況）

・新たな取 り組 み、教育構想 ・総合計画の策定 と実施

・教育予算 の増減、重点項 目、市費に占める教育費の割合な ど

３）市町村合併に伴 う教育の推進 と課題

・合併に伴 う教育行政の基本 的な考え方 （特 に理念的なものがあれ ば）

・教育行政組織 （教育委員の任命 、教育委員会事務局組織の改編、研修組織な ど）

・施策の継続 と改 革 （旧市町 の学校教育 ・生涯学習の特色の継続 と変更）

・新たな事業展 開 （学校統合 ・学校施設整備計画 を含む）

４）市町村合併に伴 う成果 と課題

・合併に伴 う旧町間 の教育活動 （学校教育、生涯学習） の調整

・その他 の課題

・市町村合併の成果 とに〇〇 市教育の今後の展望

　現時点でお聞かせいただける範囲で結構です。また、市勢要覧、教育要覧、教育予算書 （平成18年

度）を始め、上記の関連資料をご提供いただければ幸いです。（新たに作成いただく必要はあ りません）

本件 のお問い合わせ は下記までお願 いいた します。

〒153-8681　 東京 都 目黒 区 下 目黒６ 丁 目５－２２ 　 国 立教育 政 策研 究 所

屋 敷 和佳 （Tel 03-5721-5032　 Fax　03-5721-5172　 E-mail yashiki＠nier.go.jp）

-96-



平成17～18年 度科学研 究費補助金　基盤研究 （C）報告書

市町村合併に伴 う自治体行財政構造の変容 と

学校教育体制の再編に関する研究

平 成１９ （2007）年３ 月

研究代表者　屋敷　和佳

国立教育政策研究所　教育政策 ・評価研究部

〒153-8681

東 京 都 目黒 区下 目黒6-5-22

TEL　03-5721-5032（ 直 通 ）




